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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

　政策名：復興施策の推進

　施策名：（１）復興支援に係る施策の推進

0001
復興特区支援
利子補給金

H23 未定 1,920 1,920 1,343 

 ○低金利の状況の下、政策手段の中で、
利子補給制度が有効・効率的な手法である
のか、検証すべき。
○今後の事業規模や融資時期をより詳細に
把握し、予算規模を精査すべき。
○復興・創生期間の終了を見据えて当該事
業の今後の在り方を検討すべき。

事業内
容の一
部改善

不用額が大きいことから、積算方
法を見直し、予算規模の適正化を
図ること。また、事業の終期につい
て、引き続き検討すること。

1,891 1,781 ▲110 - 
執行
等改
善

○事業者からの実績報告等により、本制
度の効果を把握していく。
○積算方法を見直し、予算規模の適正
化を図る。
○事業の終期については、他の制度の
状況も鑑み、検討していく。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興支援対策費
（事項）東日本大震
災復興に係る支援対
策に必要な経費

0001 その他 ○

0002
被災者支援総
合交付金

H27 未定 22,034 22,034 15,613 

 ○27年度に比べ、執行率が減少している。
被災者に寄り添った、より効果的な執行に
努めること。
○また、測定指標について、27、28年度の
実績値が集計中となっているものが多い。
28年度はともかく27年度の実績数値すら把
握していないのは、効果的な執行に努める
ためには問題である。実績値を刻々と把握
することにより、より効果的な方法を探って
いくということが重要であるので、可能な限
りタイムリーな効果測定及び把握を行ってい
くべきである。

現状通
り

○被災者支援の観点から復興に資
する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

20,006 20,528 522 - 

年度
内に
改善
を検
討

○事業の目的である被災者の生活再建
の達成に向け、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。
○アウトカムの設定について、なるべく早
く成果実績を集計するとともに、必要に
応じてアウトカムの設定について見直す
など、来年度以降の施策に役立てること
ができるような仕組みを検討する。

復興庁（文
科省、厚労
省）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興支援対策費
（事項）東日本大震
災復興に係る支援対
策に必要な経費

0002 その他 ○

　施策名：（２）復興交付金制度に係る施策の推進

0003
東日本大震災
復興交付金

H23 H32 92,953 402,170 163,714 

 平成28年度は執行率が低い。H32年度の
事業完了に向けて、引き続き、個別事業の
進捗状況、今後の見込み等を把握し、市町
村等と連携して円滑な執行を促進するととも
に、平成32年度までに支出する見込みのな
い額の返還を更に進める必要がある。

現状通
り

被災地における市街地の再生等を
支援し、復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

52,502 42,475 ▲10,027 
現状
通り

○事業の目的である被災地における市
街地再生の支援に向け、被災地それぞ
れの事情に配慮しつつ、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。
○各地方公共団体に対し、引き続き、使
徒見込みのない額についての返還促進
を行う。

復興庁（文
科省、厚労
省、農水
省、国交
省、環境
省）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興推進費
（事項）東日本大震
災復興の推進に必
要な経費

0003 その他 ○ ○

　施策名：（３）原子力災害からの復興に係る施策の推進

0004
福島生活環境
整備・帰還再生
加速事業

H27 未定 7,561 11,002 9,815 

 避難指示の解除も進んだ。地域ごとに異な
る被災自治体のニーズをきめ細かに把握
し、その地域にとってより効果的な予算の執
行を行うこと。また、毎年度繰越を生じてい
ることから、被災自治体との連絡を密にし、
執行見込の精査を行い、予算規模の適正
化を図ること。

現状通
り

福島県の被災１２市町村における
避難解除等区域における、公共施
設・公益的施設の機能回復、住民
の帰還を促進するための取組や直
ちに帰還できない区域への将来の
帰還に向けた荒廃抑制・保全対策
を実施することを目的とした復興に
資する必要性の高い事業であり、
引き続き地元の要望等を踏まえ効
果的な予算の執行に努めること。

18,101 18,814 713 
現状
通り

引き続き地元の要望を踏まえ、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。な
お、避難解除区域等や帰還困難区域に
多くのイノシシ等が出現していることが、
住民の帰還の妨げの大きな一因になっ
ていることを踏まえ、対策を強化するため
増要求となっている。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）原子力災害復
興再生支援事業費
（事項）原子力災害
からの復興再生の支
援に必要な経費

0004 その他 ○

0005
福島再生加速
化交付金

H25 未定 80,611 83,203 59,771 

 引き続き、被災地のニーズを踏まえた事業
とすること。本事業は、毎年度繰越が生じて
いることから、被災自治体との連絡を密に
し、執行見込の精査を行い、予算規模の適
正化を図ること。

現状通
り

福島の復興・再生に資する必要性
の高い事業であり、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

80,671 80,671 - 
現状
通り

○毎年繰越を生じているところであるが、
平成30年度の予算要求に当たっては、
帰還困難区域を除くほとんどの地域で避
難指示が解除されたが、今もなお多くの
方が避難生活を続けており、これからが
福島の復興・再生の本格的スタートであ
るため、前年同額の要求を行った。
○事業の目的である福島の再生の加速
のため、被災地それぞれの事情に配慮
しつつ、引き続き効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。

復興庁及
び復興庁
から移替え
を受けた各
省庁（内閣
府、警察
庁、総務
省、文部科
学省、ス
ポーツ庁、
厚生労働
省、農林水
産省、経済
産業省、国
土交通省、
環境省、原
子力規制
委員会）に

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）原子力災害復
興再生支援事業費
（事項）原子力災害
からの復興再生の支
援に必要な経費

0007 その他 ○ ○

　施策名：（５）「新しい東北」の創造に係る施策の推進

0006
「新しい東北」官
民連携推進協
議会運営事業

H25 H32 996 996 866 

 引き続き、効率的・効果的な執行に努める
こと。また、平成32年度の復興創生期間終
了後も、「新しい東北」が実現できるよう、事
業終了年度までの事業の在り方について検
討すること。さらに、支出先の選定に当たっ
ては、競争性を確保する取組を行うこと。

事業内
容の一
部改善

○「新しい東北」実現の観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

880 778 ▲102 - 
執行
等改
善

○事業の目的である、「新しい東北」先導
モデル事業等で蓄積したノウハウ等を被
災地内外で普及・展開するための支援を
強化するとともに、震災復興に取り組む
多様な主体（企業、大学、NPO等）間の
連携を推進し、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。
○本事業に関する実施状況やニーズを
踏まえ、事業の在り方についても検討す
る。
○支出先の選定に当たっては、十分な
公告期間の確保や事業内容の精査等に
より競争性を確保するよう努める。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）新しい東北施策
推進費
（事項）新しい東北の
施策の推進に必要
な経費

0009 その他 ○

0007
「新しい東北」交
流拡大モデル
事業

H27 H32 421 601 598 

 引き続き、効率的・効果的な執行に努める
こと。この事業で得られた成果を積極的に
発信したり、他の取組と連携することによっ
て、東北の観光復興に効果的に役立てるこ
と。

現状通
り

東北の観光復興に資する必要性の
高い事業であり、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進める
こと。

491 494 3 
現状
通り

事業の目的である、東北地方の交流人
口の拡大のため、被災地に配慮しつつ、
他省庁等との取組と連携し、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）新しい東北施策
推進費
（事項）新しい東北の
施策の推進に必要
な経費

0010 その他 ○

0008
「新しい東北」輸
出拡大モデル
事業

H27 H28 - 180 152 
 行った事業と得られた成果を総括し、全国
の輸出拡大のための事業にも幅広く活用す
ること。

終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見・成果は他の事業にも活用し
ていくこと。

- - - 
予定
通り
終了

○平成28年度中に輸出拡大モデルの構
築等の先進的な取組の実施を行えたこと
から、平成29年度以降は予算計上してい
ない。
○得られた知見・成果は、被災地をはじ
めとする全国の輸出拡大等で活用する。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）新しい東北施策
推進費
（事項）新しい東北の
施策の推進に必要
な経費

0011 その他 ○

　施策名：（６）東日本大震災からの復興に係る施策の推進（（１）～（５）に掲げるものを除く。）

0009
東日本大震災
復興推進調整
費

H23 H32 1,500 1,500 - 
 引き続き、復興特会における各種事業の充
実状況も踏まえつつ、執行見込みを精査
し、予算規模の適正化を図ること。

現状通
り

復興特会における各種事業の充実
状況および平成28年度の執行率が
低いことを踏まえつつ、予算規模の
適正化を行うこと。

750 600 ▲150 
現状
通り

○平成30年度要求においては、予算規
模の適正化を図った。
○事業の目的である、被災地域の復興
事業の速やか実施のため、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

復興庁
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興推進調整費
（事項）東日本大震
災復興に係る推進調
整に必要な経費

0012 その他

　政策名：１．経済財政政策の推進

　施策名：（7）NPO等の「絆力（きずなりょく）」を活かした復興・被災者支援の推進

0010

ＮＰＯ等の「絆
力（きずなりょ
く）」を活かした
復興・被災者支
援事業

H28 未定 203 203 185 
 引き続き、被災者等に寄り添った、より効果
的な執行に努めること。

現状通
り

NPO等を広く活用する事により、行
政の手が行き届かない課題に対し
取組を行うことは、被災者支援にお
いて必要性の高い事業である。引
き続き、被災者等に寄り添った、よ
り効率的な予算の執行に努めるこ
と。なお被災自治体により採択され
たNPO等に支援しているところであ
るが、今後の復興・復旧の状況を
見据え事業の終期について検討す
ること。

203 203 - - 
現状
通り

被災者のニーズに対応するため28年度
から事業を行っている。引き続き被災者
等に寄り添った、より効率的な執行に努
めていく。
終期については、被災者の要望や復旧
の状況等を踏まえ、検討していきたい。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）経済財政政
策に関する調査等に
必要な経費

28-0001 前年度新規 ○

　政策名：１．防災政策の推進

　施策名：（5）防災行政の総合的推進

0011
被災者生活再
建支援法施行
に要する経費

H25 H32 3,029.40 17,084 10,569  －
事業内
容の一
部改善

被災者の方々の生活再建を支援
する事で生活の安定と被災地の復
興に寄与しているところであり、必
要性の高い事業であるが、毎年度
繰越及び不用が多い。予算要求に
当たっては予算規模の適正化を行
うとともに、引き続き、効率的な予
算の執行に努めること。

13,542 15,890 2,348 -
執行
等改
善

被災者の生活の再建を支援する事で生
活の安定と被災地の復興に寄与してい
る。
毎年度多額の繰越及び不用が出ている
ことから、30年度予算については、各被
災県から必要経費を聴取し、積算方法を
改善することで予算規模の適正化を図っ
た。今後も執行の状況を踏まえ、予算規
模の適正化に努めていく。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）防災基本政
策の企画立案等に
必要な経費

0015
平成２６年度

対象
○

0012
災害救助法に
よる災害救助等

H24 H32 30,698 30,698 23,795  －
現状通
り

災害救助及び被災者の方々の支
援の観点から必要性の高い事業で
ある。引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。なお、毎
年度多額の不用がある事から、予
算要求に当たっては予算規模の適
正化を行うこと。

23,045 17,030 ▲6,014 -
現状
通り

災害救助及び被災者の方々の支援をお
こなっているところであり、引き続き被災
者等に寄り添った、より効率的な執行に
努めていく。しかしながら、毎年度多額の
不用が出ている事から、予算規模の適
正化に努めていく。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）防災基本政
策の企画立案等に
必要な経費

0016
平成２８年度

対象
○

　政策名：１．原子力災害対策の充実・強化

　施策名：（1）原子力防災対策の充実・強化

0013
原子力施設等
防災対策等交
付金

H25 H30 - 64 64  －
事業内
容の一
部改善

被災した緊急事態応急対策等拠点
施設等の復旧を行う事から必要性
の高い事業である。引き続き、適正
な予算の執行に努めること。また、
補助事業者による支出先の選定に
当たっては、競争性を確保する取
組を行うこと。

550 2,146 1,596 - 
執行
等改
善

緊急事態応急対策等拠点施設等の復旧
等の達成に向け、効率性に配慮しつつ、
適正な予算の執行に引き続き努めてい
く。
また、補助事業者による支出先の選定に
あたっては、　「1者応札、１者応募に係る
改善方策」（平成21年3月、内閣府/内閣
官房）などの良好事例を提供するなど、
競争性を確保する取り組みを行うよう、
指導していく。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）原子力災害
対策に必要な経費

0017
平成２８年度

対象
○

　施策名：（2）原子力被災者生活支援の推進

0014
帰還困難区域
の入域管理・被
ばく管理等

H25 未定 4,166 4,166 3,394  －
現状通
り

昨年度の公開プロセスの指摘を踏
まえ、一者応札に係る取組みを
行っている。帰還困難区域の入域
管理の観点から復興に資する必要
性の高い事業であり、引き続き、競
争性を確保など適切かつ効率的な
予算の執行を行うこと。

6,054 5,993 ▲61 - 
現状
通り

帰還困難区域の入域管理を行うことで、
安全な入域を確保しているところである。
今後も公開プロセスの指摘を踏まえた取
組みを行っていき、適切かつ効率的な予
算の執行に努めていく。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）原子力災害
対策に必要な経費

0018
平成２８年度

対象
○

　政策名：１．男女共同参画社会の形成の促進

　施策名：1.男女共同参画社会の形成の促進

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考



様式１ 別添１

2/15

復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0015

東日本大震災
による女性の悩
み・暴力に関す
る相談事業に
必要な経費

H24 H32 50 50 40  －
現状通
り

震災を起因とした女性の悩み等の
軽減に資する必要性の高い事業で
ある。引き続き、被災者等に寄り
添った、より効率的な予算の執行
に努めること。

35 22 ▲14 - 
現状
通り

震災を起因とした女性の悩み等の軽減
に取り組んでいるところである。引き続
き、被災者等に寄り添った、より効率的な
予算の執行に努めるとともに、被災３県
が独自に相談対応できるように努めてい
く。

内閣府
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）地域活性化等
復興政策費
（事項）男女共同参
画社会の形成の促
進に必要な経費

0019
平成２８年度

対象

　政策名：Ⅰ．市民生活の安全と平穏の確保

　施策名：１．総合的な犯罪抑止対策の推進

0016
都道府県警察
費補助金（被災
地）

H24 H32 81 81 54  －
事業内
容の一
部改善

平成28年度の執行率が67％と低
く、復興の進展に伴い今後は事業
に対するニーズの低下が予想され
ることから、事業規模の見直しを行
うことが適当である

71 68 ▲3 ▲3 縮減
執行実績を踏まえ事業規模の見直しを
行い、減額のうえ平成30年度予算要求を
行った（前年度比3百万円減）

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）治安復興政策
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な
経費

0020
平成２７年度

対象
○

0017

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

H24 H32 205 200 193  －
現状通
り

　被災地の治安維持の観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

344 738 394 -
現状
通り

　事業の目的である警察施設の復旧に
向け、引き続き効率的・効果的な予算執
行に努めていく。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）治安復興事業
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な
経費

0021
平成２７年度

対象
○

0018
都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）

H24 H29 366 116 115 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見・成果は他の事業にも活用し
ていくこと。

- - - - 
予定
通り
終了

平成29年度をもって終了とする。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）治安復興事業
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な
経費

0022
最終実施年

度
○

0019
災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備

H25 H32 22 - -  －
現状通
り

被災地の治安維持の観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
る。平成28年度は全額次年度に予
算を繰り越していることから、予算
要求に当たっては予算規模の適正
化を行うこと。

5 18 13 - 
現状
通り

平成28年度は全額を繰り越したが、釜石
警察署庁舎の情報通信基盤整備が必要
であるため、平成30年度概算要求におい
ては、増額して要求した。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）治安復興政策
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な
経費

0023
平成２８年度

対象

0020
災害警備活動
に係る装備資
機材の校正

H25 H32 7 7 7  －
現状通
り

被災地の治安維持の観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

6 93 88 - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算執行を務
めていく。
なお、平成30年度に限り、警ら車の整備
にかかる費用の増額により、増要求とな
る。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）治安復興政策
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な
経費

0024
平成２８年度

対象

0021
災害警備活動
に係る活動旅
費等

H25 H32 390 390 349  －
事業内
容の一
部改善

適当人員数については震災発生後
の状況の変化を踏まえ、人員の絞
り込みを適宜行うことが適当である

455 322 ▲133 ▲133 縮減
震災発生以降の復興の状況の変化を踏
まえ、派遣人数について見直しを行っ
た。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興

（項）治安復興政策
費
（事項）警察活動基
盤の整備に必要な

0025
平成２８年度

対象

　施策名：２．地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：３．悪質商法等の防止及び環境破壊等の防止

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅱ．犯罪捜査の的確な推進

　施策名：１．重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：２．政治・行政・経済の構造的不正の追及の強化

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：３．振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動の強化

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：４．捜
査への科学技
都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：５．被
疑者取調べの
都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅲ．組織犯罪対策の強化

　施策名：１．暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：２．国際組織犯罪対策の強化

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅳ．安全かつ快適な交通の確保

　施策名：１．歩行者・自転車利用者の安全確保

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：２．運転者対策の推進

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：３．道路交通環境の整備

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅴ．国の公安の維持

　施策名：１．重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：２．災
害への的確な
都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　施策名：３．対日有害活動・国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅵ．犯罪被害者等の支援の充実

　施策名：１．犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等総合的な支援の充実

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅶ．安心できるIT社会の実現

　施策名：１．サイバーセキュリティの確保とサイバー犯罪・サイバー攻撃の抑止

都道府県警察
費補助金（被災
地）
【0016の再掲】

 － - - - 

都道府県警察
施設災害復旧
費補助金（交通
関連は除く）

 － - - - 

都道府県警察
施設の耐震改
修等（被災地）
【0018の再掲】

 － - - - 

災害復旧に係
る警察情報通
信基盤の整備
【0019の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る装備資
機材の校正
【0020の再掲】

 － - - - 

災害警備活動
に係る活動旅
費等
【0021の再掲】

 － - - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0022
交通警察に係
る補助金事業
（被災地）

H24 H32 164 255 255 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算
執行を行うこと。

現状通
り

被災地の治安維持の観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

303 460 157 - 
現状
通り

事業の目的である被災者の交通環境の
確保等を図るため、引き続き効率的・効
果的な予算執行に努めていく。

内閣府（警
察庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別

（項）治安復興事業
費
（事項）安全かつ快
適な交通の確保に
必要な経費

0026 その他 ○

　政策名：Ⅰ．経済成長の礎となる金融システムの安定

　施策名：１．金融機関の健全性を確保するための制度・環境整備

0023
金融機能安定・
円滑化復興事
業

H24 未定 129 129 98  －
現状通
り

本補助金等について、引き続き足
元の状況を踏まえた適切な予算規
模とすることが適当である。また、
復興・創生期間の終了を見据えて
当該事業の今後の在り方を検討す
ること。

32 12 ▲20 - 
現状
通り

本補助金等について、平成30年度にお
いては、これまでの「個人債務者の私的
整理に関するガイドライン」の利用実績
やニーズ等を勘案した見直しを行い、前
年度比▲20百万円の減額要求を行う。
また、当該事業の今後の在り方について
は、復興の状況及び被災者のニーズを
踏まえ、平成32年度までに検討していく
こととしたい。

内閣府（金
融庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）金融機能安定・
円滑化復興政策費
（事項）金融サービス
向上推進に必要な
経費

0027
平成２６年度

対象
○

　政策名：１．消費者政策の推進

　施策名：（５）地方消費者行政の推進

0024

地方消費者行
政のための事
業に必要な経
費

H24 未定 482 482 416  －
現状通
り

消費者行政の回復に資する必要性
の高い事業であり、引き続き、効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。また、今後の復興・復旧の
状況を見据え事業の終期について
検討すること。

482 482 - - 
現状
通り

消費者行政の回復に取り組んでいるとこ
ろである。引き続き、効率性に留意しつ
つ予算の執行に努めていく。また、今後
の復興・復旧の状況を見据え事業の終
期について検討していきたい。

内閣府（消
費者庁）
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）消費生活復興
政策費
（事項）消費者政策
に必要な経費

0028
平成２５年度

対象
○ ○

　政策名：Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

　施策名：２．情報通信技術高度利活用の推進

0025
被災地域情報
化推進事業

H24 未定 263 752 484 

 毎年度執行率が低い。執行見込を精査し
予算規模の適正化を図ること。また、本事業
に対する地元のニーズを把握し、事業の終
期を設定するとともに、事業の進捗管理を
徹底すること。

現状通
り

被災自治体の情報通信技術（ICT）
を活用した復旧・復興に係る取り組
みへの支援を、引き続き効率性に
留意しつつ進めるとともに事業の
終期についても検討すること。
また、平成２８年度の執行率が低
いことを踏まえ、予算要求に当たっ
ては予算規模の適正化を行うこと。

174 21 ▲153 - 
現状
通り

事業規模を精査し、引き続き効率的な予
算の執行に努めていく。
また、事業の終期については、復興の状
況及び被災者のニーズを踏まえ平成30
年度以降検討していくこととしたい。

総務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）生活基盤行政
復興政策費
（事項）情報通信技
術の利活用高度化
に必要な経費

0029 その他 ○ ○

　施策名：４．情報通信技術利用環境の整備

0026
情報通信基盤
災害復旧事業
費補助金

H24 H32 191 253 147  －
現状通
り

平成２８年度の執行率が低いことを
踏まえ、予算要求にあたっては予
算規模の適正化を行うこと。

292 17 ▲276 - 
現状
通り

事業の実施は地方公共団体の整備計画
に合わせて行われており、土地造成の遅
れ等が影響する場合がある。引き続き予
算を適切に執行するため、地方公共団
体における事業スケジュールや進捗状
況を勘案して、調整を図りながら対応し

総務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）生活基盤行政
復興政策費
（事項）情報通信技
術の利用環境整備
に必要な経費

0030
平成２６年度

対象
○

　政策名：Ⅶ．国民生活と安心・安全

　施策名：４．消防防災体制の充実強化

0027
消防防災施設
等の災害復旧
に必要な経費

H24 未定 5,690 3,291 2,816  －
現状通
り

引き続き復旧事業の執行状況を精
査し、適切な予算規模を検討する
こと。また、震災発生直後と比較し
た状況の変化を踏まえ、事業の終
期について検討を行うこと。

1,121 1,493 372 - 
現状
通り

事業の目的である消防防災施設及び消
防防災設備の復旧に向け、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
また、事業の終期については、復興の状
況を踏まえ平成30年度以降検討していく
こととしたい。

総務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）生活基盤行政
復興事業費
（事項）消防防災体
制等の整備に必要
な経費

0031
平成２８年度

対象
○

0028

福島第一原子
力発電所事故
に伴う避難指示
区域での消防
活動等に要す
る経費（原子力
災害避難指示
区域消防活動

H25 未定 385 385 370  －
現状通
り

東京電力福島第一原子力発電所
事故に伴う避難指示区域における
消防活動や消防応援活動等を支
援するため、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状
況の変化を踏まえ、事業の終期に
ついて検討を行うこと。

77 102 25 - 
現状
通り

引き続き効率的な予算の執行に努めて
いく。
また、事業の終期については、復興の状
況を踏まえ平成30年度以降検討していく
こととしたい。

総務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）生活基盤行政
復興政策費
（事項）消防防災体
制等の整備に必要
な経費

0032
平成２８年度

対象
○
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0029

緊急消防援助
隊の出動経費
（緊急消防援助
隊活動費負担
金）

H25 H35 26 26 12  －
現状通
り

平成２８年度の執行率が低いことを
踏まえ、予算要求にあたっては予
算規模の適正化を行うこと。また、
震災発生直後と比較した状況の変
化を踏まえ、事業の終期について
検討を行うこと。

98 39 ▲60 - 
現状
通り

本事業は、ヘリコプターエンジンを分解し
除染が必要と認められた場合に執行さ
れるものである。分解は、国土交通省の
告示にて定められた限界使用時間を基
準に行われているため、終期もその範囲
内で検討していく。

総務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）生活基盤行政
復興政策費
（事項）消防防災体
制等の整備に必要
な経費

0033
平成２８年度

対象
○

　政策名：２．司法制度改革の成果の定着に向けた取組

　施策名：（１）総合法律支援の充実強化

0030

震災に起因す
る法的紛争の
解決に資する
情報提供業務・
民事法律扶助
業務の実施

H25 未定 596 596 596  －
現状通
り

平成30年度以降は，法テラス震災
特例法の失効前に申込みを受けた
案件についてのみ，震災法律援助
を実施し，新規案件については民
事法律援助を実施することとなるた
め，復興特会に計上する事業とし
ての実施期間を見直し，事業の終
期を明らかにすることが適当であ
る。

589 223 ▲367 - 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○なお、事業の終期については、今後の
民事法律扶助等の利用実績、被災地の
地方公共団体の意見等を踏まえ、検討し
ていく。

法務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興日本司法支援
センター運営費
（事項）東日本大震
災復興に係る日本司
法支援センター運営
費交付金に必要な
経費

0034
平成２８年度

対象

　政策名：９．国民の財産や身分関係の保護

　施策名：（１）登記事務の適正円滑な処理

0031
登記事務処理
の適正・迅速な
実施

H25 H32 115 115 63  －
現状通
り

平成28年度の執行率が低いことを
踏まえ、予算要求にあたっては、予
算規模の適正化を行うこと。また、
支出先の選定に当たっては、競争
性を確保する取組を行うこと。

109 108 ▲1 -
現状
通り

○引き続き効率性に留意して予算の執
行に努め、被災者のための登記相談事
務を適切・迅速に実施する。東日本大震
災からの復旧・復興に係る登記申請につ
いては，相続の登記に加え，復興のス
テージの進展に伴い，今後，生活再建に
向けた被災代替建物の取得等に関する
登記申請の増加が見込まれているとこ
ろ，その登記申請は，復興事業の進捗状
況に左右されるため，平成28年度の執行
額は低かったものの、当該復興事業が
進展している状況を踏まえると，引き続
き，登記申請の増加が見込まれることか
ら，平成30年度の予算要求においても平
成28年度予算と概ね同額の要求を行っ
た。
○支出先の選定に当たっては、仕様書

法務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）法務行政復興
政策費
（事項）登記事務処
理に必要な経費

0036
平成２８年度

対象

　政策名：１４．法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

　施策名：（２）施設の整備

0032
被災した法務省
施設の復旧

H25 H32 107 83 83  －
現状通
り

引き続き効率的・効果的な予算の
執行に努めていく。また、支出先の
選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

228 694 466 -
現状
通り

○引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行に努め、法務省施設の復旧を進め
る。
○支出先の選定に当たっては，入札公
告の掲示箇所の増加及び公告期間を長
めに設定するなど競争性の確保に努め
ていく。

法務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）法務行政復興
事業費
（事項）法務省施設
整備に必要な経費

0037
平成２７年度

対象
○

　政策名：７　政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

0033
東日本大震災
復興特別貸付
等実施事業

H24 未定 8,000 8,000 8,000  －
現状通
り

被災した中小企業・小規模事業者
の資金調達の円滑化を図るうえで
必要性の高い事業であるため、引
き続き効率性に留意した予算の執
行に努めること。また、復興・創生
期間の終了を見据えて当該事業の
今後の在り方を検討すること。

7,100 6,000 ▲1,100 - 
現状
通り

事業目的を達成すべく、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていくこ
ととする。
また、事業の終期については、復興の状
況及び被災者のニーズを踏まえ平成30
年度以降検討していくこととしたい。

財務省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）財務行政復興
事業費
（事項）政府関係金
融機関の運営に必
要な経費

0038
平成２６年度

対象

　政策名：１．生涯学習社会の実現

　施策名：３．地域の教育力の向上

0034

仮設住宅の再
編等に係る子
供の学習支援
によるコミュニ
ティ復興支援事
業

H24 H28 795 795 783  －
終了予
定

必要な施策を統合した被災者支援
総合交付金へ再編し、総合的支援
の中で実施することにより、効率的
に執行することが適当である。

- - - - 
予定
通り
終了

平成29年度以降は、必要な施策を統合
した被災者支援総合交付金の中で事業
を実施している。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）地域の教育
力の向上に必要な
経費

0040
平成２８年度

対象

0035
公立学校施設
災害復旧費

H24 H32 21,175 22,514 19,089  －
事業内
容の一
部改善

○被災地の公立学校施設の復旧
を進め学校教育の円滑な実施を確
保する観点から、復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

6,950 4,311 ▲2,639 - 
執行
等改
善

○東日本大震災等によって被害を受け
た公立学校施設の復旧や仮設校舎の整
備等により、学校教育の円滑な実施を確
保するという事業目的の達成に向け、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
○支出先の選定に当たっては、入札公
告、開札の更なる早期実施や仕様内容
の更なる明確化等により、競争性の確保
に努めている。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興事業費
（事項）公立文教施
設整備に必要な経
費
（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）学校施設の
整備推進に必要な
経費

0041
平成２８年度

対象
○

0036
公立社会教育
施設災害復旧
事業

H25 H32 5,179 3,031 2,426  －
現状通
り

○平成28年度は繰越が多いことか
ら、予算要求に当たっては、予算規
模の適正化を図ること。
○被災地の公立社会教育施設の
復旧を進め、被災地の社会教育の
円滑な実施を確保する観点から、
復興に資する必要性の高い事業で
あり、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

1,157 3,692 2,535 - 
現状
通り

○平成28年度に多額の繰越が生じてい
るところであるが、地方公共団体の復興
計画に基づいて公立社会教育施設の復
旧を行っているため、平成30年度は前年
度から増額して予算要求した。
○東日本大震災等によって被害を受け
た公立社会教育施設の復旧等により、被
災地における社会教育の円滑な実施を
確保するという事業目的の達成に向け、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興事業費
（事項）公立文教施
設整備に必要な経
費
（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）地域の教育
力の向上に必要な
経費

0042
平成２５年度

対象
○

0037
福島原子力災
害避難区域教
育復興事業

H26 H30 2,625 387 386  －
現状通
り

○平成28年度は繰越が多いことか
ら、予算要求に当たっては、予算規
模の適正化を図ること。
○原子力災害避難区域において、
未来を切り拓く「強さ」を持った人材
を育成するとともに、避難している
子どもたちの受け皿を整備すること
により、区域における教育の復興と
持続可能な地域作り・復興を図る
必要性の高い事業であり、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行

2,664 3,951 1,287 - 
現状
通り

○平成28年度に多額の繰越が生じてい
るところであるが、平成30年度において
は引き続き、平成31年度新校舎開校に
向けた施設整備を進めていく必要がある
ことから、所要の経費を要求した。
○原子力災害避難区域における教育の
復興と、持続可能な地域作り・復興を支
援するという事業目的の達成に向け、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）確かな学力
の育成に必要な経
費
（項）教育・科学技術
等復興事業費
（事項）公立文教施
設整備に必要な経
費

0043
平成２７年度

対象
○

　政策名：２．確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

　施策名：１．確かな学力の育成

0038
福島県教育復
興推進事業

H27 H32 39 39 33 －
現状通
り

福島県が実施する教育復興の取
組を具体化、加速化していくこと
が、原子力発電所事故の避難地域
への住民帰還の環境を整備するう
えで重要との観点から、復興に資
する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

74 76 2 - 
現状
通り

優れたカリキュラムを編成し、実証するこ
とで復興教育を推進するという事業目的
の達成に向け、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）確かな学力
の育成に必要な経
費

0045
平成２８年度

対象
○

福島原子力災
害避難区域教
育復興事業
【0037の再掲】

－ - - - 

　施策名：２．豊かな心の育成

0039
緊急スクールカ
ウンセラー等活
用事業

H23 H32 2,701 2,701 2,655  －
現状通
り

被災した児童・生徒等の心のケア
の充実や、教育相談体制の整備な
どは、未だ被災地・被災者からの
ニーズや復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

2,701 2,701 - - 
現状
通り

被災した児童生徒等の心のケアの充実
を図り、安心して学校生活を送ることがで
きる環境を確保するという事業目的の達
成に向け、引き続き効率的・効果的な予
算の執行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）豊かな心の
育成に必要な経費

0046
平成２５年度

対象
○

　施策名：７．安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

公立学校施設
災害復旧費
【0035の再掲】

 － - - - 

公立社会教育
施設災害復旧
事業
【0036の再掲】

 － - - - 

福島県双葉郡
中高一貫校設
置事業
【0037の再掲】

 － - - - 

　施策名：８．教育機会の確保のための支援づくり

0040
被災地通学用
バス等購入費
補助

H24 H32 26 26 5 －
現状通
り

○被災地における教育環境は甚大
な津波被害を受けた地域や、原発
事故により国の指示により避難を
余儀なくされている地域を除けば
概ね震災前の状況に戻りつつある
状況であり、一方で集団移転等に
より学校統合等が行われる地域か
らのニーズ等の残っている現状も
あることに留意しつつ、ニーズの把
握に引き続き努めること。
○平成28年度は執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、上記
ニーズの把握を踏まえ、予算規模

11 35 23 - 
現状
通り

○平成28年度執行率が低かったが、平
成30年度については、学校再開等により
スクールバスを購入する自治体が増加し
たため、前年から増額して予算要求し
た。
○被災地における児童生徒の通学支援
により、被災地の教育環境の改善を図る
という事業目的の達成に向け、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）教育機会の
確保に必要な経費

0048
平成２７年度

対象
○

0041
被災児童生徒
就学支援等事
業

H26 H32 7,210 7,210 7,191  －
現状通
り

東日本大震災により経済的理由か
ら就学が困難となった世帯の幼児
児童生徒に就学支援等を実施し、
もって教育機会の確保に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

6,198 6,565 367 - 
現状
通り

東日本大震災により経済的理由から就
学が困難となった世帯の幼児児童生徒
に就学支援等を実施し、教育機会を確保
するという目的の達成に向け、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）教育機会の
確保に必要な経費

0049
平成２６年度

対象
○

　政策名：３．義務教育の機会均等と水準の維持向上

　施策名：１．義務教育に必要な教職員の確保

0042
義務教育費国
庫負担金に必
要な経費

H24 H32 2,165 2,165 2,155  －
現状通
り

厳しい教育環境下に置かれている
被災児童生徒に対し、日常的な心
のケアやきめ細やかな学習支援を
充実させる観点から、復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

2,162 2,146 ▲16 - 
現状
通り

厳しい教育環境下に置かれている被災
児童生徒に対し、日常的な心のケアやき
め細やかな学習支援を充実させるという
事業目的の達成に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）義務教育費
国庫負担金に必要
な経費

0050
平成２５年度

対象
○

　政策名：４．個性が輝く高等教育の振興

　施策名：１．大学などにおける教育研究の質の向上
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0043
国立大学施設
災害復旧費等

H26 H29 773 856 856 

 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。また、支出先の選定に当たっては、競争
性を確保する取組を行うこと。

終了予
定

事業の目的である被災した国立大
学施設の復旧により、教育研究機
能の回復を図るとともに、被災地域
の大学に復興・地域再生のための
研究拠点となる施設を整備し、被
災地域の再生を図ることを平成２９
年度中に達成する見込みであるた
め、当初の予定通り平成２９年度で
事業を終了することが適当である。

1,052 - ▲1,052 - 
予定
通り
終了

事業の目的である被災した国立大学施
設の復旧により、教育研究機能の回復を
図るとともに、被災地域の大学に復興・
地域再生のための研究拠点となる施設
を整備し、被災地域の再生を図ることを
平成２９年度中に達成する見込みである
ため、当初の予定通り平成２９年度で事
業を終了し、平成３０年度予算要求は行
わない。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興国立大学法人
施設整備費
（事項）東日本大震
災復興に係る国立大
学法人施設整備に
必要な経費

0052
最終実施年

度
○

　施策名：２．大学などにおける教育研究基盤の整備

国立大学施設
災害復旧費等
【0043の再掲】

 － - - - 

　政策名：５．奨学金制度による意欲･能力のある個人への支援の推進

　施策名：１．意欲･能力のある学生に対する奨学金事業の推進

0044
育英事業に必
要な経費（育英
資金貸付金）

H24 H32 2,820 2,820 2,820  －
現状通
り

被災した世帯の学生等が経済的理
由により修学を断念することのない
よう無利子奨学金を貸与し教育機
会を確保する観点から復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

1,122 128 ▲994 - 
現状
通り

被災した世帯の学生等が経済的理由に
より修学を断念することのないよう無利
子奨学金を貸与し教育機会を確保すると
いう事業目的の達成に向け、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興事業費
（事項）育英事業に
必要な経費

0055
平成２８年度

対象

　政策名：６．私学の振興

　施策名：１．特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

0045
私立大学等経
常費補助

H24 H32 1,762 1,762 1,494 

 引き続き、被災地の大学や学生のニーズ
に対し、確実に実施すること。また、平成32
年度の事業終了に向け、引き続き、事業の
適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

現状通
り

東日本大震災により被災し経済的
に修学困難となった意欲と能力の
ある学生が修学の機会を得られる
こと及び被災地における安定的・継
続的な教育研究環境の保証を図る
観点から復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ

1,752 1,264 ▲489 - 
現状
通り

東日本大震災により被災し経済的に修
学困難となった意欲と能力のある学生が
修学の機会を得られること及び被災地に
おける安定的・継続的な教育研究環境
の保証を図るという事業目的の達成のた
め、引き続き効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）私立学校の
振興に必要な経費

0056 その他 ○

0046
私立高等学校
等経常費補助

H24 H32 112 112 58 

 執行率の改善が図られているが、依然とし
て執行率が低い現状を踏まえ、執行見込み
の精緻化に努め、更なる予算規模の適正化
を図ること。また、平成32年度の事業終了に
向け、引き続き、事業の適切な進捗管理及
び効率的な予算執行を行うこと。

現状通
り

○平成28年度は執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を図ること。
○被災地の私立学校の教育活動
を震災前の状況に戻すことは被災
地の復興に資する必要性の高い事
業であり、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

65 122 56 - 
現状
通り

○平成28年度執行率が低かったが、平
成30年度については、災害復旧を予定し
ている私立学校の所要額を計上してお
り、前年から増額して予算要求した。
○被災した私立学校において教育活動
の円滑かつ迅速な再開、震災前の教育
環境の復旧・確保を図るという事業目的
の達成のため、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）私立学校の
振興に必要な経費

0057 その他 ○

0047
私立学校施設
災害復旧（私立
大学等）

H25 H32 337 314 152  －
現状通
り

○平成28年度は執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を図ること。
○被災した私立学校を復旧し、より
安心・安全な環境の中で教育研究
活動等の行える状況に戻すこと
は、被災地の復興に資する必要性
の高い事業であり、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

198 369 171 - 
現状
通り

○平成28年度は執行率が低かったが、
平成30年度については、災害復旧を予
定している私立学校の所要額を計上して
おり、前年から増額して予算要求した。
○東日本大震災において激甚災害を受
けた私立の学校の用に供される建物等
の災害復旧に要する工事費等を補助す
るという事業目的の達成のため、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興事業費
（事項）私立学校の
振興に必要な経費

0058 ○

0048
私立学校施設
事務経費

H25 H32 0.1 0.1 - 
 目標の達成状況の検証等を行い、事業の
終期について検討すること。

現状通
り

○数年執行実績がないことから今
後の予算措置の在り方について検
討が必要。

0.0 0.1 0.0 - 
現状
通り

○数年執行実績がないが、平成30年度
については、災害復旧を予定している私
立学校を所管する都道府県の所要額を
計上しており、前年から増額して予算要
求した。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）私立学校の
振興に必要な経費

0059 その他

　政策名：７．イノベーション創出に向けたシステム改革

　施策名：１．産学官における人材・知・資金の好循環システムの構築

0049

産学官連携に
よる東北発科学
技術イノベー
ション創出プロ
ジェクト

H24 H28 803 803 799  －
終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見は他の事業にも活用していくこ
と。

- - - - 
予定
通り
終了

○事業の目的である大学等の地域貢献
機能の強化など自立的で魅力的な地域
づくりを平成２８年度予算において達成し
ており、平成２９年度以降は予算を計上
していない。
○得られた知見は、東日本大震災から
の復興、我が国の科学技術の高度化等
に活用していく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）産学官連携
の推進及び地域科
学技術の振興に必
要な経費

0061
平成２８年度

対象
○

　政策名：８．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

　施策名：２．イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進

国立大学施設
災害復旧費等
【0043の再掲】

 － - - - 

　政策名：９．未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

　施策名：１．未来社会を見据えた先端基盤技術の強化

0050

国立研究開発
法人量子科学
技術研究開発
機構運営費交
付金に必要な
経費

H25 H32 555 555 555  －
事業内
容の一
部改善

○福島の被災地における安全な水
利用・処理環境の構築や放射線影
響の低減法の開発、合理的な放射
線防護体系構築への貢献という観
点から復興に資する必要性の高い
事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

417 336 ▲80 - 
執行
等改
善

○福島の被災地における安全な水利用・
処理環境の構築や放射線影響の低減法
の開発、合理的な放射線防護体系構築
への貢献という事業目的の達成のため、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。
○支出先の選定に当たっては、公正性・
透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的
に調達の合理化に取り組んでいる。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興国立研究開発
法人量子科学技術
研究開発機構運営
費
（事項）東日本大震
災復興に係る国立研
究開発法人量子科
学技術研究開発機
構運営費交付金に

0062

0051
東北発 素材技
術先導プロジェ
クト

H24 H28 801 801 739  －
終了予
定

○当該事業は終了するが、得られ
た知見は他の事業にも活用すると
ともに、今後の東北の復興に役立
てること。

- - - - 
予定
通り
終了

事業の目的である産学官協働により、超
低損失磁心材料技術領域・希少元素高
効率抽出技術領域・超低摩擦技術領域
に関するナノテク研究開発拠点を形成
し、世界最先端の技術を活用した先端材
料を開発するなどの優れた成果が得ら
れた。具体的には、本事業で開発された
材料の成果を活用した大学発ベンチャー
企業の設立や、本事業の技術や装置を
地元企業に展開することによる地元企業
の発展への貢献などの成果を上げた。こ
れらにより、東北素材産業の発展を牽引
することを平成２８年度中に達成するとと
もに、事業終了後も東北地方において先
端材料の継続的創出に取り組み、地域
の素材産業の更なる発展に寄与してい
る。
以上より、当初の予定通り平成２８年度

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）ナノテクノロ
ジー・材料分野の研
究開発の推進に必
要な経費

0063
平成２８年度

対象
○

　施策名：２．環境・エネルギーに関する課題への対応

0052
日本海溝海底
地震津波観測
網の整備

H25 H28 - 300 300 －
終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見は他の事業にも活用していくこ
と。

- - - - 
予定
通り
終了

○東北地方太平洋沖において、地震・津
波の発生メカニズムの解明や、地震・津
波の早期検知による警報の高度化を図
るためのケーブル式観測網（地震計・水
圧計）の整備を平成２８年度中に達成し
ており、平成２９年度以降は予算計上を
していない。
○得られた知見は、津波警報に活用され
ており、今後は緊急地震速報への活用
なども予定している。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）環境分野の
研究開発の推進に
必要な経費

0066
平成２８年度

対象
○

- - - 

　施策名：３．健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応

0053

医療分野の研
究開発の推進
（東北メディカ
ル・メガバンク）

H23 H32 1,218 1,218 1,218  －
事業内
容の一
部改善

○将来的に東北発の次世代医療
を実現することを目指し、東日本大
震災の被災地の住民を対象として
健康調査を実施し、大規模なバイ
オバンクを構築する観点から復興
に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

1,593 1,593 - - 

年度
内に
改善
を検
討

○健康調査の結果の回付等を通じた被
災地の住民の健康管理に貢献するととも
に、大規模なバイオバンクを構築すると
いう事業目的の達成のため、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○支出先の選定の際、競争性を確保す
ることについては、今後精査を行う。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）健康・医療・ラ
イフサイエンスに関
する課題対応に必要
な経費

0067
平成２７年度

対象
○

国立研究開発
法人量子科学
技術研究開発
機構運営費交

 － - - - 

　施策名：５．国家戦略上重要な基幹技術の推進

0054

国立研究開発
法人日本原子
力研究開発機
構運営費交付
金に必要な経
費

H25 H32 3,251 3,251 3,251  －
事業内
容の一
部改善

○我が国唯一の原子力に関する総
合的な研究開発機関である日本原
子力研究開発機構において、基礎
基盤研究・プロジェクト研究開発等
を行うことにより、東京電力福島第
一原子力発電所事故による原子力
災害からの環境回復を図るという
観点から復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

2,808 2,808 - - 
執行
等改
善

○我が国唯一の原子力に関する総合的
な研究開発機関である日本原子力研究
開発機構において、基礎基盤研究・プロ
ジェクト研究開発等を行うことにより、東
京電力福島第一原子力発電所事故によ
る原子力災害からの環境回復を図るとい
う事業目的の達成のため、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、調達等
合理化計画に基づき、応札者拡大に向
けた取組として、年間発注計画の機構
ホームページ掲載、応札者しなかった企
業へのアンケート調査等を継続実施し、
より一層の契約の競争性の向上に努め
る。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興国立研究開発
法人日本原子力研
究開発機構運営費
（事項）東日本大震
災復興に係る国立研
究開発法人日本原
子力研究開発機構
運営費交付金に必
要な経費

0068
平成２８年度

対象

0055
東北マリンサイ
エンス拠点の形
成

H25 H32 722 722 721 

 ○復興予算で行っていることを踏まえ、ど
れだけ復興に役立っているかとの観点か
ら、客観的・定量的なアウトカム指標を検討
すべき。
○調査研究の成果について、漁業関係者に
フィードバック、アピールする姿勢が必要。
○復興期間後にも漁業者との協調関係を維
持する基盤を作る視点が必要。

事業内
容の一
部改善

　調査研究の成果について、漁業
関係者へのフィードバックや復興期
間後にも漁業者との協調関係を維
持する基盤を作る視点が必要。

707 707 ▲0 - 
執行
等改
善

○調査研究成果を水産業の現場へ還元
するための周知活動及び現場との共同
調査活動を強化・推進するとともに、地元
自治体や水産業の現場のニーズを注視
し、必要性の高い部分へ調査を集中させ
ることでより効果的に水産業復興に貢献
する。
○アウトカムの設定については、どれだ
け復興に役立っているかとの観点から、
水産業復興に役立つ情報提供と、その
利活用状況に対応する数値として、「漁
業関係者、自治体等に対する説明会、講
演活動等の実施回数」に加えて「調査結
果の利活用件数」を設定する。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）海洋に関する
基幹技術の推進に
必要な経費

0069 その他 ○

　政策名：１０．原子力事故による被害者の救済

　施策名：１．原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な措置の確保
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0056
原子力損害賠
償紛争審査会
等

H25 H32 4,032 4,032 2,550  －
事業内
容の一
部改善

○平成28年度は執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を図ること。
○東京電力福島原子力発電所の
事故に伴う損害への賠償につい
て、被害の実態に応じて原子力損
害賠償紛争審査会により指針を策
定することや被害者への迅速な賠
償を行うため、原子力損害賠償紛
争解決センターにおいて和解の仲
介を行うことは、公平・適正・迅速な
賠償を実施するという観点から復
興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

4,456 4,340 ▲116 - 
執行
等改
善

○東京電力福島原子力発電所の事故に
伴う損害への賠償について、被害の実態
に応じて原子力損害賠償紛争審査会に
より指針を策定することや、被害者への
迅速な賠償を行うため原子力損害賠償
紛争解決センターにおいて和解の仲介を
行うことは、公平・適正・迅速な賠償を実
施するという事業目的の達成のため、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
○支出先の選定に当たっては、入札公
告・説明会等により事前の情報提供を充
実させ、より妥当性や競争性が確保され
るよう努める。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）原子力損害
賠償紛争審査会等
に必要な経費

0070

　政策名：１１．スポーツの振興

　施策名：１．子供の体力の向上

公立学校施設
災害復旧費
【0035の再掲】

 － - - - 

公立社会教育
施設災害復旧
費補助金
【0036の再掲】

 － - - - 

福島県双葉郡
中高一貫校設
置事業
【0037の再掲】

 － - - - 

　政策名：１２．文化による心豊かな社会の実現

　施策名：２．文化財の保存及び活用の充実

0057
国宝・重要文化
財等の保存整
備等

H24 H32 901 1,215 1,181  －
現状通
り

被災地における貴重な国民的財産
である文化財を着実に後世へ継承
する観点から復興に資する必要性
の高い事業であり、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

700 595 ▲105 - 
現状
通り

被災地における貴重な国民的財産であ
る文化財を着実に後世へ継承する事業
目的の達成のため、引き続き効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）文化財の保
存及び活用に必要な
経費

0071
平成２５年度

対象
○

0058
被災ミュージア
ム再興事業

H24 H32 233 233 223  －
現状通
り

被災した美術館・博物館・図書館等
の再興を図る観点から復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

204 186 ▲18 - 
現状
通り

被災した美術館・博物館・図書館等の再
興を図る事業目的の達成のため、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。

文部科学
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）教育・科学技術
等復興政策費
（事項）文化財の保
存及び活用に必要な
経費

0072
平成２５年度

対象
○

　政策名：Ⅰ－１－１．日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること

0059

地域医療再生
基金（地域医療
再生臨時特例
交付金）

H27 H32 - - -  －
現状通
り

再開を希望する福島県の民間医療
機関等の施設整備・設備整備等と
いう目標を達成するため、基金の
活用が進むよう配慮しつつ、基金
の適切な執行管理を行うこと。

23,626 - ▲23,626 - 
現状
通り

再開を希望する福島県の民間医療機関
等の施設整備・設備整備という目標を達
成するため、平成２９年度当初予算で措
置しており、平成３０年度予算概算要求
において予算要求しないものの、引き続
き基金の適切な執行管理に努めていく。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）地域医療提
供体制の再構築に
必要な経費

0073
平成２８年度

対象
○

　政策名：Ⅰ－５－１．感染症の発生・まん延の防止を図ること

0060

保健衛生施設
等施設・設備災
害復旧費補助
金（保健衛生施
設等設備整備
費補助金含む）

H24 未定 267 321 51  －
現状通
り

保健衛生施設等を災害復旧するこ
とは必要性の高い事業である。平
成28年度の執行率が低いことを踏
まえ、予算要求に当たっては予算
規模の適正化を行うこと。
また、震災発生直後と比較した状
況の変化を踏まえ、事業の終期に
ついて検討すること。

425 259 ▲165 - 
現状
通り

被災自治体の要望を把握し、平成30年
度に復旧が予定される施設について、必
要な経費の要求を行っており、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
原子力発電所周辺の施設の中には、復
旧にメドが立っていない施設もあり、現時
点では終期の設定が困難な状況であ
る。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）保健所の地
域保健活動の推進
等に必要な経費
（項）社会保障等復
興事業費
（事項）保健衛生施
設等施設整備に必
要な経費

0074
平成２８年度

対象
○

　政策名：Ⅰ－５－２．治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること

保健衛生施設
等施設・設備整
備費補助金（保
健衛生施設等

 － - - - 

　政策名：Ⅰ－９－１．適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

0061
国民健康保険
団体連合会等
補助金

H24 未定 6 6 6  －
現状通
り

国民健康保険事業の円滑な運営
のために必要性の高い事業であ
る。引き続き効率性に留意し、予算
の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状
況の変化を踏まえ、事業の終期に
ついて検討すること。

6 6 - - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。
なお、措置内容等の変更があれば、速や
かに適切な周知を図ることとする。
終期については、避難指示区域等の状
況を踏まえ、関係省庁等と調整の上、検
討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）医療保険制
度の適切な運営に
必要な経費

0075
平成２８年度

対象
○

0062
災害臨時特例
補助金(医療保
険分)

H24 未定 8,713 8,713 8,462  －
現状通
り

医療保険制度の円滑な運営のた
めに必要性の高い事業である。引
き続き効率性に留意し、予算の執
行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状
況の変化を踏まえ、事業の終期に
ついて検討すること。

7,619 7,537 ▲83 - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。
終期については、避難指示区域等の状
況を踏まえ、関係省庁等と調整の上、検
討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）医療保険制
度の適切な運営に
必要な経費

0076
平成２８年度

対象
○

　政策名：Ⅰ－９－２．生活習慣病対策や長期入院の是正等により中長期的な医療費の適正化を図ること

0063

東日本大震災
復旧・復興に係
る特定健康診
査・保健指導に
必要な経費

H24 未定 10 10 7 
 本事業に対する地元のニーズを把握し、事
業の終期を検討すること。

現状通
り

○東日本大震災の被災者に係る
特定健康診査の受診機会を確保
するための必要性の高い事業であ
る。引き続き効率性に留意し、予算
の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

10 10 - - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、避難指示区域等の
状況を踏まえ、関係省庁等と調整の上、
検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）医療費適正
化の推進に必要な
経費

0077 その他 ○

　政策名：Ⅰ－１０－１．地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる地域保健体制の確保を図ること

保健衛生施設
等施設・設備整
備費補助金（保
健衛生施設等

 － - - - 

　政策名：Ⅱ－１－１．食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること

0064
食品汚染物質
の安全性検証
推進事業

H25 H53 78 78 76  －
事業内
容の一
部改善

○食品中の放射性物質の含有状
況や摂取状況を調査し、継続的に
検証を行う必要性の高い事業であ
る。引き続き効率性に留意し、予算
の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

77 77 0 - 

年度
内に
改善
を検
討

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、複数応
札となるように仕様書の見直し等の措置
を検討する。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）食品等の飲
食による危害発生防
止に必要な経費

0079
平成２６年度

対象

0065
輸入食品の監
視体制強化等
事業

H25 未定 21 21 20  －
事業内
容の一
部改善

○流通食品等の放射性物質濃度
を計測を行う必要性の高い事業で
ある。引き続き効率性に留意し、予
算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

21 21 0 - 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、参加条
件の見直し等を行い、その改善を図るこ
ととする。
○終期については、地方自治体が実施
すべき検査のガイドライン「検査計画、出
荷制限等の品目・区域の設定・解除の考
え方」（原子力災害対策本部策定）が廃
止されるまでは実施する必要がある。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）食品等の飲
食による危害発生防
止に必要な経費

0080
平成２６年度

対象

　政策名：Ⅱ－５－１．生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等により、生活衛生の向上、増進を図ること

0066
株式会社日本
政策金融公庫
出資金

H27 未定 428 428 428  －
現状通
り

○被災した生活衛生関係営業者等
における資金調達の円滑化を図る
ことは被災地において必要な生活
衛生関係営業者の復旧を促進す
る、必要性の高い事業である。引き
続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

355 433 78 - 
現状
通り

○執行率も高く、生活衛生関係営業者等
からのニーズも高いことから、追加出資
することにより公庫の財政基盤を強化す
る必要がある。引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。
○終期については、被災地の復興の状
況を勘案しながら検討を進める。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興事業費
（事項）生活衛生金
融対策に必要な経
費

0082
平成２８年度

対象

　政策名：Ⅳ－３－１．高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

0067
事業復興型雇
用確保事業

H23 H32 1,161 1,161 1,161 

 成果目標とその達成状況について分析し
た上で、基金事業の適正な運用に努めるこ
と。また、他の産業施策との連携を図るこ
と。

現状通
り

○事業の目的である、被災地にお
ける雇用の創出の目標を達成する
ため、基金の活用が進むよう配慮
しつつ、基金の適切な執行管理を
行うこと。

- - - - 
現状
通り

○被災地における雇用の創出の目標を
達成するため、平成28年度当初予算で
措置しており、平成30年度予算概算要求
において予算要求しないものの、引き続
き基金の適切な執行管理に努める。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）高年齢者就
業機会確保事業等
に必要な経費

0084 その他 ○ ○

0068
原子力災害対
応雇用支援事
業

H28 H30 4,245 4,245 3,477 

 成果目標の達成状況についてしっかり分析
した上で、事業終了年度である平成30年度
に目標が達成されるよう、さらに取り組みを
進めること。

現状通
り

○被災者の一時的な雇用の場を確
保し、生活の安定を図る目的から
復興に資する必要性の高い事業で
あり、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行及び基金の適切な執
行管理を行うこと。

1,871 1,609 ▲262 - 
現状
通り

○被災者の一時的な雇用の場を確保
し、生活の安定を図る目標を達成するた
め、事業終了予定年度を一年間延長し、
引き続き予算の適切な執行及び基金の
適切な執行管理に努める。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）高年齢者就
業機会確保事業等
に必要な経費

28-0002 前年度新規 ○ ○

　政策名：Ⅵ－２－１．地域における子育て支援等施策の推進を図ること

0069

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金

H25 未定 20 20 12  －
現状通
り

○被災地における児童福祉の確保
のために必要性の高い事業であ
る。平成28年度の執行率が低いこ
とを踏まえ、予算要求に当たっては
予算規模の適正化を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

8 5 ▲3 - 
現状
通り

○被災自治体の要望を把握し、平成30
年度に復旧が予定される施設について、
必要な経費の要求を行っており、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○終期については、被災自治体の要望
や復旧の状況等を踏まえ、検討していき
たい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）子ども・子育
て支援対策に必要な
経費

0085 ○

0070
児童福祉施設
整備費

H25 H32 555 1,141 868  －
現状通
り

児童福祉施設を災害復旧すること
は必要性の高い事業である。引き
続き効率性に留意し、予算の執行
を進めること。

684 200 ▲484 - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興事業費
（事項）児童福祉施
設等施設整備に必
要な経費

0086 ○

　政策名：Ⅵ－２－２．児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金【0069の再

 － - - - 

児童福祉施設
整備費
【0070の再掲】

 － - - - 
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

　政策名：Ⅵ－２－３．保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを確保すること

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金【0069の再

 － - - - 

児童福祉施設
整備費
【0070の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅵ－３－１．児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への支援体制の充実を図ること

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金【0069の再

 － - - - 

児童福祉施設
整備費
【0070の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅵ－４－１．母子保健衛生対策の充実を図ること

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金【0069の再

 － - - - 

児童福祉施設
整備費
【0070の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅵ－５－１．ひとり親家庭の自立のための総合的な支援を図ること

子育て支援事
業設備等復旧
支援事業費補
助金【0069の再

 － - - - 

児童福祉施設
整備費
【0070の再掲】

 － - - - 

　政策名：Ⅶ－１－１．生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

0071
被災地における
福祉・介護人材
確保事業

H26 未定 91 91 91  －
現状通
り

○被災地における福祉介護人材の
確保は、福祉介護サービスの円滑
な提供のために必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

85 278 193 - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、今後の介護施設等
の再開による人材需要の高まりなどを踏
まえ、検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）地域社会に
おけるセーフティネッ
ト機能の整備等に必
要な経費

0088
平成２７年度

対象
○

　政策名：Ⅶ－２－１．社会福祉に関する事業に従事する人材の養成確保を推進すること等により、より質の高い福祉サービスを提供すること

0072
社会福祉施設
等施設整備

H25 H32 1,351 1,223 1,223  －
現状通
り

社会福祉施設等を災害復旧するこ
とは必要性の高い事業である。引
き続き効率性に留意し、予算の執
行を進めること。

487 44 ▲443 - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興事業費
（事項）社会福祉施
設等施設整備に必
要な経費

0089 ○

　政策名：Ⅷ－１－１．障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

0073
障害者等災害
臨時特例補助
金

H24 未定 16 16 15  －
現状通
り

○障害者の生活の安定に資する必
要性の高い事業である。引き続き
効率性に留意し、予算の執行を進
めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

15 15 - - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、被災自治体の要望
や復旧の状況等を踏まえ、検討していき
たい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）障害者の自
立支援等に必要な
経費

0090
平成２７年度

対象
○

0074
社会福祉施設
等設備災害復
旧費等補助金

H25 未定 6 - -  －
現状通
り

○被災地における障害福祉サービ
スを確保するために必要性の高い
事業である。
平成２８年度は全額翌年度に繰越
を行っていることから、予算要求に
あたっては予算規模の適正化を行
うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

6 14 7 - 
現状
通り

○平成28年度の執行率は低かったもの
の、平成30年度の予算要求に当たり、被
災自治体に平成30年度に復旧を予定し
ている施設に係る必要な経費の聞き取り
を行った結果、予算は増額となった。
○終期については、被災自治体の要望
や復旧の状況等を踏まえ、検討していき
たい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）障害者の自
立支援等に必要な
経費

0091
平成２７年度

対象
○

0075
障害福祉サー
ビスの事業再
開支援事業

H25 未定 305 305 229  －
現状通
り

○被災地における障害福祉サービ
スの円滑な提供のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性
に留意し、予算の執行を進めるこ
と。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

268 268 - - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、被災自治体の要望
や復旧の状況等を踏まえ、検討していき
たい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）障害者の自
立支援等に必要な
経費

0092
平成２８年度

対象
○

0076
精神障害者保
健福祉対策

H25 未定 1,361 1,361 1,310  －
現状通
り

○被災者の心のケアのための必要
性の高い事業である。引き続き効
率性に留意し、予算の執行を進め
ること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

1,361 2,201 841 - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、被災自治体の要望
等を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）精神保健事
業に必要な経費

0093 ○

　政策名：Ⅸ－３－２．介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること

0077
介護保険災害
臨時特例補助
金

H24 未定 4,264 4,264 4,092 
 引き続き、被災者のニーズを踏まえた支援
を行うこと。また、事業の今後の在り方を検
討すること。

現状通
り

○介護保険事業運営の安定化を
図るために必要性の高い事業であ
る。引き続き効率性に留意し、予算
の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

3,869 4,183 314 - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、原発避難者の帰還
状況等も踏まえ、検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）介護保険制
度の適切な運営等
に必要な経費

0095 その他 ○

0078
社会福祉施設
等設備災害復
旧費等補助金

H25 未定 50 50 11  －
現状通
り

○東日本大震災の被災地における
介護サービスを確保するために必
要性の高い事業である。
平成28年度は執行率が低いことか
ら、予算要求にあたっては予算規
模の適正化を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

57 57 - - 
現状
通り

○平成28年度の執行率は低かったもの
の、平成30年度の予算要求に当たり、被
災自治体に平成30年度に再開を予定し
ている施設に係る必要な経費の聞き取り
を行った結果、予算は前年同額となっ
た。
○終期については、介護サービス事業所
等の再開状況や被災自治体の要望を踏
まえ、検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）介護保険制
度の適切な運営等
に必要な経費

0096 ○

0079
災害臨時特例
補助金（介護2
号保険料分）

H24 未定 254 254 254 
 引き続き、被災者のニーズを踏まえた支援
を行うこと。また、事業の今後の在り方を検
討すること。

現状通
り

○介護保険制度の円滑な運営の
ために必要性の高い事業である。
引き続き効率性に留意し、予算の
執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

217 215 ▲2 - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○終期については、避難指示区域等の
状況を踏まえ、関係省庁等と調整の上、
検討していきたい。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興政策費
（事項）介護保険制
度の適切な運営等
に必要な経費

0097 その他 ○

0080

社会福祉施設
等災害復旧費
補助金（（項）介
護保険制度運
営推進費））

H25 未定 2,549 1,139 201 

 繰越・不用が増加しつつあることから予算
規模の適正化に努め、今後も被災地のニー
ズを踏まえた支援を継続すること。また、事
業の今後のあり方を検討すること。

現状通
り

○介護サービスの提供を早期に再
開するために必要性の高い事業で
ある。平成28年度の執行率が低い
ことを踏まえ、予算要求に当たって
は予算規模の適正化を行うととも
に、引き続き、効率性に留意し、予
算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討すること。

2,988 3,922 934 - 
現状
通り

○平成28年度は低い執行率に留まった
が、平成30年度においては、年度中に復
旧する施設に必要となる費用を改めて調
査し、要求したことにより増額となってい
る。引き続き効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。
○終期については、被災自治体の復興
計画や要望を踏まえ、検討していきた
い。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）社会保障等復
興事業費
（事項）介護保険制
度の適切な運営等
に必要な経費

0098 その他 ○

　いずれの施策にも関連しないもの

0081
水道施設災害
復旧費補助

H24 H32 15,077 15,662 8,004 

 毎年度多額の繰越・不用が生じていること
を踏まえ、執行見込を精査し、予算規模の
適正化を図ること。また、成果目標の達成度
が低いことから、平成32年度の事業終了に
向け、関係地方公共団体とも連携し、事業
の進捗管理を徹底すること。

事業内
容の一
部改善

○被災した水道施設を復旧するこ
とは必要性の高い事業であるが、
毎年度多額の繰越・不用が生じて
いることを踏まえ、予算規模の適正
化を図ること。

10,821 7,320 ▲3,501 ▲3,501 縮減

○まちづくり計画の策定に時間を要して
いる地域があること等により執行に遅れ
が生じているが、予算規模の適正化を図
りつつ、引き続き効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。

厚生労働
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）水道施設災
害復旧事業に必要
な経費

0099 その他 ○

　政策名：１．食料の安定供給の確保

　施策名：（１）国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

0082

放射性物質に
よる農畜産物等
影響実態調査
対策

H24 未定 208 208 71  －
事業内
容の一
部改善

○農畜産物等における放射性物質
の影響を調査することにより消費者
の健康への悪影響を未然に防止す
ることを目的とした復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○平成27年度の執行率が低いこと
を踏まえ、予算要求に当たっては
事業規模の精査を行うこと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

161 107 ▲55 

年度
内に
改善
を検
討

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○支出先の選定に当たっては、複数者
応募可能な事業となるよう公告期間の延
長等の方法を検討する。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)食品の安全と
消費者の信頼確保
対策に必要な経費

0100
平成２６年度

対象
○ ○

　施策名：（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

0083 福島発農産物等 H24 H28 1,604             1,604             1,581               －
終了予
定

平成29年度予算から、福島県農林
水産業再生総合事業に統合されて
いる。得られた知見・成果は、福島
県農林水産業再生総合事業で活
用すること。

-                  - -                    
予定
通り
終了

平成29年度予算から、福島県農林水産
業再生総合事業に統合されており、平成
29年度以降は予算計上していない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)農山漁村６次
産業化対策に必要
な経費

0103
平成２８年度

対象
○ ○

0084
東日本大震災
農業生産対策
交付金

H24 H32 2,392 2,597 1,997  －
現状通
り

東日本大震災により、共同利用施
設や営農用資器材などに被害を受
けた地域における農業生産の復旧
等を支援することを目的とした復興
に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

2,586 3,724 1,138 
現状
通り

　事業の執行状況を勘案し、適切な予算
規模について精査しつつ、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)農業・食品産
業強化対策に必要
な経費
(項)農林水産業復興
事業費

0104
平成２７年度

対象
○

　政策名：２．農業の持続的な発展

　施策名：（１）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0085
農業経営復旧・
復興対策特別
保証事業

H24 未定 36 36 25  －
現状通
り

○被災農業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○平成27年度の執行率が低いこと
を踏まえ、予算要求に当たっては
事業規模の精査を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

32 29 ▲3 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)担い手育成・
確保等対策に必要
な経費

0105
平成２８年度

対象
○

0086

農業経営復旧・
復興対策利子
助成金等交付
事業

H24 未定 1,474 1,474 1,378 

 引き続き、適切な進捗管理、効率的な執行
に努めること。また、平成32年度の復興・創
生期間の終了を見据えて、事業の今後の在
り方を検討すべき。

現状通
り

○被災農業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

1,473 1,445 ▲27 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)担い手育成・
確保等対策に必要
な経費

0106 その他 ○

0087
日本公庫資金
円滑化貸付事
業

H24 未定 1,146 1,146 1,146 

 引き続き、適切な進捗管理、効率的な執行
に努めること。また、平成32年度の復興・創
生期間の終了を見据えて、事業の今後の在
り方を検討すべき。

現状通
り

○被災農業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

1,146 - ▲1,146 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。平成30年度については既存の出資
を活用するため予算要求は行わない。
 ○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)担い手育成・
確保等対策に必要
な経費

0107 その他

0088
農業改良資金
利子補給金

H24 未定 10 10 10 

 引き続き、適切な進捗管理、効率的な執行
に努めること。また、平成32年度の復興・創
生期間の終了を見据えて、事業の今後の在
り方を検討すべき。

現状通
り

○被災農業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

9 7 ▲1 
現状
通り

○後年度負担分のみの予算措置である
が、引き続き、効率的・効果的な予算の
執行に努めていく。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)担い手育成・
確保等対策に必要
な経費

0108 その他 ○

0089
担い手育成農
地集積資金利
子補給金

H24 未定 17 17 17 

 引き続き、適切な進捗管理、効率的な執行
に努めること。また、平成32年度の復興・創
生期間の終了を見据えて、事業の今後の在
り方を検討すべき。

現状通
り

　被災農業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。

17 14 ▲3 
現状
通り

事業の執行状況を勘案し、適切な予算
規模について精査しつつ、引き続き、効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)担い手育成・
確保等対策に必要
な経費

0109 その他 ○

　施策名：（２）担い手への農地集積・集約化と農地の確保

0090
農家負担金軽
減支援対策事
業

H24 H28 12 12 -  －
終了予
定

　事業の目的である営農再開まで
の間の被災農家の経済的負担の
軽減については、平成28年度中に
達成しており、当初の予定通り28年
度で事業を終了することが適当。
　得られた知見・成果は他の事業
にも活用していくこと。

- - - 
予定
通り
終了

　事業の目的である営農再開までの間
の被災農家の経済的負担の軽減につい
ては、平成28年度中に達成しており、平
成29年度以降は予算計上していない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)優良農地確
保・有効利用対策に
必要な経費

0114
平成２８年度

対象
○

0091
被災土地改良
区復興支援事
業

H24 H28 27 27 26  －
終了予
定

　事業の目的である被災土地改良
区の業務運営体制の再構築の支
援を平成28年度中に達成してお
り、当初の予定通り28年度で事業
を終了することが適当。
　得られた知見・成果は他の事業
等にも活用していくこと。

- - - 
予定
通り
終了

　事業の目的である被災土地改良区の
業務運営体制の再構築の支援を平成28
年度中に達成しており、平成29年度より
予算要求を行っていない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)優良農地確
保・有効利用対策に
必要な経費

0115
平成２８年度

対象
○

農山漁村地域
整備交付金
【後掲(0126)】

 － - - 

　施策名：（３）構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進

0092
農地・農業用施
設等の復興関
連事業

H24 未定 39,134 55,894 48,671 

 毎年度多額の繰越が生じていることを踏ま
え、執行見込を精査し、予算規模の適正化
を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底的に行うこと。さらに、支出先の選定
に当たっては、競争性を確保する取組を行
うこと。

現状通
り

○農地や農業用施設等を復旧、整
備し、被災地を災害に強い新たな
食料供給基地として再生・復興させ
ることを目的とした復興に資する必
要性の高い事業である。しかし、平
成28年度に多額の繰越を出してい
ることを踏まえ、予算要求に当たっ
ては事業規模の精査を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

32,100 34,827 2,727 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○繰越が発生していることは承知してい
るが、今年度の歳出予算現額は、過去
の支出済歳出額の実績からも十分に執
行できる額であると考えている。加えて、
復興期間が平成32年度までであり、確実
に被災地復旧を進めていくためにも平成
30年度予算は要望額の計上を行ったとこ
ろ。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)農業生産基盤
整備事業に必要な
経費
(項)東日本大震災災
害復旧等事業費
(事項)農業施設災害
復旧事業に必要な
経費
(事項)農業施設災害
関連事業に必要な
経費

0117 その他 ○

農山漁村地域
整備交付金
【後掲(0126)】

 － - - 

　施策名：（４）需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

0093
原子力被災12
市町村農業者
支援事業

H28 H32 6,950 6,950 6,950 
 地元のニーズに応じた基金の活用が進む
よう配慮しつつ、基金の適切な管理、効率
的な執行に努めること。

現状通
り

原子力被災12市町村の復興に資
する事業であり、基金の適正な運
用に留意しつつ、予算の執行を進
めること。

- - - 
現状通

り

引き続き、農業者に事業を周知し、ニー
ズを適切に把握し、原子力被災12市町
村における営農再開が進むように予算を
効率的かつ効果的に執行していく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別

(項)農林水産業復興
政策費
(事項国産農産物生
産・供給体制強化対
策に必要な経費

補正予算 前年度新規 ○ ○

　施策名：（５）戦略的な研究開発と技術移転の加速化

0094
海洋生態系の
放射性物質挙
動調査事業

H24 H32 182 182 182 

 平成32年度の事業終了に向け、他の研究
機関との連携も図り、効果的に研究を進め
ること。また、復興特会による事業であるた
め、本事業で得られた結果を広く関係者に
周知するなどし、水産業の復興・振興につな
げること。

現状通
り

○海洋生態系における放射性物質
の挙動等を明らかにし水産物の安
全性に対する懸念を払拭すること
を目的とした復興に資する必要性
の高い事業である。引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

180 180 - 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○必要に応じて他の研究機関と連携す
るとともに、本事業で得られた結果につ
いては、HPへの掲載、説明会の実施、パ
ンフレットの配布をこれまで行ってきた。
今後も広く関係者への周知に努めてい
く。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興国立研究開発法
人水産研究・教育機
構運営費
(事項)東日本大震災
復興に係る国立研究
開発法人水産研究・
教育機構運営費交
付金に必要な経費

0118 その他 ○

0095

食料生産地域
再生のための
先端技術展開
事業

H24 H29 1,260 1,260 1,252 

 事業最終年度として、目標がどの程度達成
されたか等、本事業について総括すること。
また、本事業により得られた成果の実用化
にむけた取組を継続すること。さらに、支出
先の選定に当たっては、競争性を確保する
取組を行うこと。

終了予
定

事業最終年度として、本事業の総
括を行うこと。また、本事業により
得られた成果を被災地等で活用す
ること。
なお、アウトカムの目標最終年度
が平成29年度となっているが、平
成30年度以後も継続するのであれ
ば、適切な成果目標や目標最終年
度を設定するとともに、事業の終期
延長が必要な理由を記載するこ
と。

1,134 903 ▲231 
現状
通り

本事業については、これまでの現地実証
によって、先端技術を組み込んだ新たな
栽培、生産体系が確立したことで一定の
成果が上がっており、目標最終年度であ
る平成29年度末に外部有識者により、課
題の目標達成度を詳細に評価することと
している。一方で、今後は、これまでの技
術成果の導入を推進し、確実に復興に
寄与していくとともに、現場からは避難指
示区域の解除の進展、試験操業対象魚
種の拡大等の最近の状況変化によって
生じた課題に対応するため、新たな技術
を確立することが求められている。
このため、平成30年度以後、これまで実
用化された技術の社会実装を促進すると
ともに、現場が直面している新たな課題
を解決するための現地実証を行うため、
事業期間を延長することとしている。ま
た、アウトカムの目標最終年度は、復興・
創生期間の終了に併せ、平成32年度と
し、被災地の復興計画等を十分に踏ま
え、適切な成果目標を定めることとする。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)農林水産分野
の研究開発・技術移
転の推進に必要な
経費

0119
最終実施年

度
○

0096

福島イノベー
ション・コースト
構想に基づく先
端農林業ロボッ
ト研究開発事業

H28 H32 95 95 83 

 研究開発の進捗管理に努めるとともに、単
に研究開発に終わらず、全国の農林業の発
展に貢献するべく、実用化に向けた取り組
みも併せて行うこと。

現状通
り

先端技術を全国に先駆けて実施す
ることを通じ、地域の農林水産業の
復興・再生を図ることを目的とした
復興に資する必要性の高い事業で
ある。引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

86 167 82 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。なお、営農再開に向けて
新たな課題が見込まれることから、要求
額は29年度より増額となっている。
○なお、本事業での成果についてはまず
は被災地の農業の再生のみならず、全
国の農林業の発展に貢献するよう取り組
むように努める。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）農林水産業復
興政策費
（事項）農林水産分
野の研究開発・技術
移転の推進に必要
な経費

28-0003 前年度新規 ○

0097
福島県水産試
験研究拠点整
備事業

H28 H30 40 13 13 

 平成30年度の事業完了に向け、適切な進
捗管理、効率的な執行に努めること。また、
繰越が多いことから執行見込を精査し、予
算規模の適正化を図ること。

現状通
り

○平成28年度は繰越が多いため、
予算要求に当たっては事業規模の
精査を行うこと。
○原子力発電所事故の影響によ
り、壊滅的な被害を受けた福島県
の水産業の復興に資する必要性の
高い事業であり、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進める
こと。

293 358 65 
現状
通り

○平成28年度は繰越が多かったが、埋
設配管等工事の施工の進展とともに発
生したやむを得ない理由による繰越で
あったほか、平成30年度の予算要求で
は国庫債務負担行為の2年目であるため
必要額の要求を行った。
○平成30年度の事業完了に向け、福島
県とともに進捗管理を行うとともに、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）農林水産業復
興事業費
（事項）農林水産分
野の研究開発・技術
移転の推進に必要
な経費

28-0004 前年度新規 ○

　施策名：（７）気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用

農山漁村地域
整備交付金
【後掲(0126)】

 － - - 

　政策名：３．農村の振興

　施策名：（１）地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等手の育成・確保等

0098
農地・水保全管
理支払交付金

H24 H28 7 7 7  －
終了予
定

○事業の目的である農地周りの施
設の補修等に取り組む活動を支援
し、農地・農業用施設等の機能を
保全することについては、平成28
年度中に達成しており、当初の予
定通り28年度で事業終了すること
が適当。
○得られた知見・成果は他の事業
等にも活用していくこと。

- - - 
予定
通り
終了

　事業の目的である農地周りの施設の補
修等に取り組む活動を支援し、農地・農
業用施設等の機能を保全することについ
ては、平成28年度中に達成しており、平
成29年度より予算要求は行っていない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)農村地域資源
維持・継承等対策に
必要な経費

0122
平成２８年度

対象
○

農山漁村地域
整備交付金
【後掲(0126)】

 － - - 

　施策名：（２）多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出

福島発農産物
等戦略的情報
発信事業
【0083の再掲】

 － -                  - 

　政策名：４．森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

　施策名：（１）森林の有する多面的機能の発揮

0099
特用林産物安
全供給推進復
興事業

H24 H29 52 82 73 

 事業最終年度として、目標がどの程度達成
されたか等、本事業について総括すること。
また、本事業により得られた成果を活用す
ること。

終了予
定

○特用林産物に係る、放射性物質
汚染を低減させる技術の実証等が
平成29年度中に終了する見込みで
あるため、当初の予定通り平成29
年度で事業を終了することが適
当。
○得られた知見・成果は他の事業
等にも活用していくこと。

47 - ▲ 47
予定
通り
終了

○特用林産物に係る、放射性物質汚染
を低減させる技術の実証等が平成29年
度中に終了する見込みであるため、これ
までの総括を行うとともに、簡易なマニュ
アル等を作成し、本事業で得られた放射
性物質汚染を低減させる技術が幅広く活
用されるよう普及を図る。
なお、当初の予定通り平成29年度で事
業を終了し、平成30年度要求は行わな
い。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林業振興対策
に必要な経費

0125
最終実施年

度
　 ○

0100
安全な木材製
品等流通影響
調査・検証事業

H24 H32 101 101 101  －
事業内
容の一
部改善

○通常の森林整備の手法に加えて
放射性物質への対処方策の実証
などを一体的に行うことにより円滑
な森林整備を推進することを目的と
した復興に資する必要性の高い事
業であり、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

101 704 603
執行
等改
善

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○支出先の選定に当たっては、公募期
間を長くする、入札説明会等においてよ
り丁寧な説明をする等の改善策に努め
る。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林産物供給等
振興対策に必要な
経費

0126
平成２８年度

対象
　 ○

0101

放射性物質対
処型森林・林業
再生総合対策
事業

H24 H32 3,780 5,130 4,579  －
事業内
容の一
部改善

○通常の森林整備の手法に加えて
放射性物質への対処方策の実証
などを一体的に行うことにより円滑
な森林整備を推進することを目的と
した復興に資する必要性の高い事
業であり、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。
○例年繰越が生じており、予算要
求に当たっては事業規模の精査を
行うこと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

3,382 3,382 0
執行
等改
善

○福島県等被災地の要望等を踏まえ、
適切な事業規模について精査しつつ、早
期の事業着手・完了が図られるよう、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
○28年度に繰越を行っている状況である
が、避難指示の解除等により、今後事業
量の増加が見込まれることから、平成30
年度の要求額は29年度と同額とした。
○支出先の選定に当たっては、公募期
間を長くする、入札説明会等においてよ
り丁寧な説明をする等の改善策に努め
る。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)森林整備・保
全に必要な経費
(項)環境保全復興政
策費
(事項)放射性物質に
よる環境の汚染への
対処に必要な経費

0127
平成２６年度

対象
○ ○

0102
海岸防災林再
生等復興支援
事業

H25 H28 55 55 55  －
終了予
定

○事業の目的である地域住民の参
加の下で植栽や保育を進めること
による防災意識の向上等を28年度
中に達成しており、当初の予定通り
28年度で事業を終了することが適
当。
○得られた知見・成果は他の事業
にも活用していくこと。

- - - 
予定
通り
終了

民間参画の仕組みづくり支援のために取
り組んだ活動の実績や、植樹活動を行う
民間団体の数等、本事業の成果を総括
する。その上で、植栽した海岸防災林再
生の保育活動を行う地域住民等や、新
たに植栽しようとする民間団体等が、本
事業で得られた知見・成果（ＷＥBサイト
や手引書等）を事業終了後も活用できる
よう事業を実施した団体に指導・助言し
て引き続き事業成果の普及啓発に努め
る。
なお、当初の予定通り、平成29年度から
予算要求を行っていない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)森林整備・保
全に必要な経費

0128
平成２８年度

対象
○

0103
治山事業（直
轄）

H24 H32 3,565 3,882 3,643  －
現状通
り

　津波により被災した海岸防災林
の復旧・再生を目的とした復興に資
する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

2,947 3,351 404 
現状
通り

　事業の執行状況を勘案し、適切な予算
規模について精査しつつ、引き続き、効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)治山事業に必
要な経費

0130

0104
治山事業（補
助）

H24 H32 10,497 8,112 8,026 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底すること。

現状通
り

○津波により被災した海岸防災林
の復旧・再生を目的とした復興に資
する必要性の高い事業であり、事
業終了年度を見据えて、関係地方
公共団体と進捗管理を図りつつ、
引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行を進めること。
○平成28年度に多額の繰越を出し
ていることを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこ
と。

9,311 8,552 ▲759 
現状
通り

○関係地方公共団体との進捗管理を行
うとともに、引き続き、効率的・効果的な
予算の執行に努めていく。
○平成28年度は他事業との調整に日数
を要したことなどから繰越が生じたが、今
後、土地利用に係る調整や災害復旧事
業の完了等、海岸防災林の復旧・再生に
着手するための条件整備の進展により
事業の加速が見込まれることから平成30
年度は必要額を要求した。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)治山事業に必
要な経費
(事項)離島治山事業
に必要な経費

0131 その他 ○

0105
森林整備事業
（直轄）

H25 H32 2,092 1,972 1,716  －
事業内
容の一
部改善

○放射性物質対策と一体となった
間伐等やこれら施業に必要な路網
整備を実施することにより森林から
の放射性物質を含む土壌の流出
防止を目的とした復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○支出先の選定に当たっては、競

2,595 2,595 - 
執行
等改
善

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○支出先の選定に当たっては、発注情
報の早期公表や十分な公告期間の確保
などにより、競争性・透明性の一層の向
上に努める。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)森林整備事業
に必要な経費

0132

0106
森林整備事業
（補助）

H24 H32 2,681 2,638 2,583 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底すること。

現状通
り

○放射性物質対策と一体となった
間伐等やこれら施業に必要な路網
整備を実施することにより森林から
の放射性物質を含む土壌の流出
防止を目的とした復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○例年多額の繰越を出しているこ
とを踏まえ、予算要求に当たっては
事業規模の精査を行うこと。

2,757 3,615 858 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○例年多額の繰越を行っているが、避難
指示が解除された区域が大幅に増加し
たことなどにより事業の加速が見込まれ
ることから、平成30年度の要求額は29年
度より増額となっている。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)森林整備事業
に必要な経費

0133 その他 ○

0107
森林整備事業
（独法）

H24 H32 486 423 423 

 毎年度繰越が生じている。執行見込を精査
し予算規模の適正化を図ること。また、平成
32年度の事業完了に向け、森林研究・整備
機構と連携し、事業の進捗管理を徹底する
こと。

現状通
り

○放射性物質対策と一体となった
間伐等やこれら施業に必要な路網
整備を実施することにより森林から
の放射性物質を含む土壌の流出
防止を目的とした復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

505 505 - 
現状
通り

○引き続き、森林研究･整備機構と連携
し、事業の進捗管理の徹底、効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。
○繰越の発生は、豪雨等により車両通
行路等が通行できなくなり作業遅延を余
儀なくされたことなどやむを得ない事情
によるものであるが、必要な事業量を見
込む中、例年執行率は100%となってお
り、平成30年度の予算についても引き続
き必要な予算要求を行った。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)森林整備事業
に必要な経費

0134 その他 ○

農山漁村地域
整備交付金
【後掲(0126)】

 － - - 

　施策名：（２）林業の持続的かつ健全な発展

0108
特用林産施設
体制整備事業

H24 H32 1,031 1,087 927  －
現状通
り

　特用林産物生産の経営基盤の強
化や就業機会を確保するために施
設整備等を通じて被災地の復興を
図ることを目的とした復興に資する
必要性の高い事業であり、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

904 904 - 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
事業費
(事項)林業振興対策
に必要な経費

0135
平成２７年度

対象
○

0109
災害復旧関係
資金利子助成
事業

H24 未定 177 177 177  －
現状通
り

○被災林業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

180 60 ▲120 
現状
通り

○引き続き、効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。なお、平成30年度につ
いては既存の出資金を活用するため減
額の予算要求とした。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林業振興対策
に必要な経費

0136
平成２８年度

対象
○

0110
震災復興林業
作業システム導
入支援事業

H24 H32 336 336 336  －
現状通
り

　汚染状況重点調査地域における
放射性物質の影響を考慮した森林
整備に係る作業システムの普及を
推進することを目的とした復興に資
する必要性の高い事業である。引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

359 359 - 
現状
通り

　引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林業振興対策
に必要な経費

0137
平成２６年度

対象
○

0111
森林組合経営
再建緊急支援
事業

H24 H29 2 2 1 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予
定

○新規借り入れを希望する被災森
林組合がいなくなったことから、29
年度で事業を終了することが適
当。
○得られた知見・成果は他の事業
にも活用していくこと。

1 - ▲1 
予定
通り
終了

○新規借り入れを希望する被災森林組
合がいなくなったことから、29年度で事業
を終了し、平成30年度の予算要求を行っ
ていない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林業振興対策
に必要な経費

0138
最終実施年

度
○

　施策名：（３）林産物の供給及び利用の確保

0112
災害復旧林業
信用保証事業

H24 未定 57 57 57 

 引き続き、基金の適切な運用に努めるこ
と。また、平成32年度の復興・創生期間の終
了を見据えて、事業の今後の在り方を検討
すべき。

現状通
り

○被災林業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○震災発生直後と比較した状況の
変化を踏まえ、事業の終期につい
て検討を行うこと。

- - - 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な既存の交付
金の執行に努めていく。ただし、平成30
年度については既存の交付金を活用す
るため予算要求は行わない。
○事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年
度以降検討していくこととしたい。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林産物供給等
振興対策に必要な
経費

0139 その他 ○

0113
放射性物質被
害林産物処理
支援事業

H25 H29 386 386 315 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予
定

事業最終年度として、本事業の総
括を行うこと。また、本事業により
得られた成果を被災地等で活用す
ること。

386 386 - 
現状
通り

平成29年度までの実績等を総括した結
果、バークの滞留は改善されているもの
の、避難指示区域の解除等に伴い、開
発行為やこれまで森林整備が行われて
いなかった区域での林業生産活動の再
開が見込まれており、事業活動の活性化
により、今後も放射性物質に汚染された
バークは発生し続けることから、引き続
き、バーク処理を円滑に進める必要があ
るとの結論に達し、平成30年度以降も同
様の内容で事業を継続することとした。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)林産物供給等
振興対策に必要な
経費

0141
最終実施年

度
○

0114
木材加工流通
施設等復旧対
策事業

H26 H32 - - -  －
現状通
り

○被災した木材加工流通施設の復
旧・整備等を支援し、木材等の安
定的な生産、供給体制を再建する
ことを目的とした復興に資する必要
性の高い事業である。
○平成28年度の執行が皆無である
ことを踏まえ、予算要求に当たって
は事業規模の精査を行うこと。

76 76 - 
現状
通り

○いまだ事業執行の見通しの立っていな
い状況であるが、多くの地域で避難指示
が解除されたことから、必要最低限の要
求額として29年度と同水準とした。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
事業費
(事項)林産物供給等
振興対策に必要な
経費

0142
平成２７年度

対象
○

　政策名：５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展

　施策名：（１）水産資源の回復

0115
漁場復旧対策
支援事業

H24 H32 1,228 1,228 759  －
現状通
り

○被災地の漁業再開に資すること
を目的ととした復興に資する必要
性の高い事業であり、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。
○平成28年度の執行率が低いこと
を踏まえ、予算要求に当たっては
事業規模の精査を行うこと。

701 713 12 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○平成28年度は執行率が低かったが、
平成30年度の予算要求については、こ
れまで放射能汚染の恐れから進んでい
なかった福島県の旧警戒区域内のガレ
キ処理を早急に進めるため、対前年で増
額となる予算要求を行った。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)水産資源回復
対策に必要な経費

0143
平成２８年度

対象
○

0116
被災海域にお
ける種苗放流
支援事業

H24 H32 1,072 1,072 611 

 毎年度継続して不用が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業終了に向け、種苗
生産体制の整備と併せて、事業の進捗管理
を徹底すること。

現状通
り

○被災県における放流尾数の確保
を図ることを目的とした復興に資す
る必要性の高い事業である。
○例年執行率が低いことを踏ま
え、予算要求に当たっては事業規
模の精査を行うこと。

774 816 42 
現状
通り

○平成28年度は執行率が低かったが、
平成30年度の予算要求については、福
島県の種苗生産施設が平成30年度開所
予定のため、ヒラメ、アワビ、アユの種苗
生産に係る初期生産経費が必要となるこ
とから、対前年で増額となる予算要求を
行った。
○平成32年度の事業終了に向け、種苗
生産体制の整備と併せて事業の進捗管
理を行うとともに、引き続き効率的・効果
的な予算の執行に努めていく

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)水産資源回復
対策に必要な経費

0144 その他 ○
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復興庁
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当初予算額 要求額
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補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0117
放射性物質影
響調査推進事
業

H24 H32 346 346 286  －
事業内
容の一
部改善

○回遊性魚種等における放射性物
質の影響調査を行うことを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

359 336 ▲23 
執行
等改
善

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○支出先の選定に当たっては、事業者
への情報提供等として過年度報告書の
閲覧の実施、公示期間の拡大を行うな
ど、更に競争性を高める対応を行う。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)水産資源回復
対策に必要な経費

0145
平成２５年度

対象
○

0118
水産業共同利
用施設復旧整
備事業

H24 H32 3,585 7,950 6,689  －
現状通
り

○水産業共同利用施設の再建に
より水産物の安定供給を早期に実
現することを目的とした復興に資す
る必要性の高い事業である。
○例年繰越を出していることを踏ま
え、予算要求に当たっては事業規
模の精査を行うこと。

1,204 1,314 111 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○繰越については、用地の嵩上げや干
渉する他工事の完成の遅れや資機材の
不足等に伴う遅延により生じたもの。平
成30年度においては、これらの諸条件を
踏まえ、事業要望調査を精査し、所要額
を要求しているもの。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
事業費
(事項)水産業強化対
策に必要な経費

0146
平成２７年度

対象
○

0119
水産業共同利
用施設復旧支
援事業

H24 H29 - 476 421 

 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。また、事業終了後も整備された施設を有
効活用すること。

終了予
定

○市場、冷凍・冷蔵庫、加工場など
の共同利用施設等の復旧・再建に
必要不可欠な機器等の整備が平
成29年度中に終了する見込みであ
るため、平成29年度で事業を終了
することが適当。

- - - 
予定
通り
終了

○市場、冷凍・冷蔵庫、加工場などの共
同利用施設等の復旧・再建に必要不可
欠な機器等の整備が平成29年度中に終
了する見込みである。なお、平成28年度
から予算要求は行っていない。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)水産業強化対
策に必要な経費

0147
最終実施年

度
○

　施策名：（２）漁業経営の安定

0120
共同利用漁船
等復旧支援対
策事業

H24 H32 335 620 434 

 毎年度、繰越・不用が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
平成32年度の事業完了に向け、関係地方
公共団体とも連携し、事業の進捗管理を徹
底すること。

現状通
り

○漁船や定置網を早急に復旧させ
ることにより漁業の早期再開を図る
ことを目的とした復興に資する必要
性の高い事業であり、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。
○平成28年度の執行率が低いこと
を踏まえ、予算要求に当たっては
事業規模の精査を行うこと。

237 378 141 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○平成28年度は執行率が低かったが、
平成30年度の予算要求については、福
島県の試験操業の対象魚種が増えそれ
に必要な漁具の購入について要望が多
かったことから対前年で増額となる予算
要求を行った。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)漁業経営安定
対策に必要な経費
(事項)養殖施設災害
復旧等に必要な経
費

0148 その他 ○

0121

漁業者・漁協等
への無利子・無
担保・無保証人
融資事業

H24 H32 4,559 4,559 3,991  －
現状通
り

　被災漁業者等が必要とする資金
の融通を円滑にすることを目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。

4,521 2,170 ▲2,351 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き、
効率的・効果的な予算の執行に努めて
いく。
○平成30年度については既存の出資金
を活用するため減額での予算要求とし

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)漁業経営安定
対策に必要な経費

0149
平成２７年度

対象
○

0122
漁業復興担い
手確保支援事
業

H24 H29 299 299 299 
 事業最終年度として、目標がどの程度達成
されたか等、本事業について総括すること。

終了予
定

○事業目的である復興に必要な漁
業の担い手確保・育成を図ることに
ついて平成29年度で達成する見込
みであり、当初の予定通り、平成29
年度で事業を終了することが適
当。
○得られた知見・成果は今後の水
産業の担い手の確保に活用するこ
と。

202 - ▲202 
予定
通り
終了

○事業目的である復興に必要な漁業の
担い手確保・育成を図ることについて平
成29年度で達成する見込みであるため、
平成29年度で事業を終了し、平成30年
度は予算要求を行わない。
○得られた知見・成果を今後の被災地の
漁業の担い手の確保に活用する。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)漁業経営安定
対策に必要な経費

0150
最終実施年

度
○

0123
漁業経営体質
強化機器設備
導入支援事業

H24 H32 232 232 168  －
現状通
り

　被災地において効率的な漁業を
再建することを目的とした復興に資
する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

194 192 ▲2 
現状
通り

　事業の執行状況を勘案し、適切な予算
規模について精査しつつ、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)漁業経営安定
対策に必要な経費

0151
平成２７年度

対象
○

水産業共同利
用施設復旧整
備事業
【0118の再掲】

 － - - 

水産業共同利
用施設復旧支
援事業
【0119の再掲】

 － - - 

　施策名：（３）漁村の健全な発展

0124
復興水産加工
業等販路回復
促進事業

H24 H32 1,802 1,802 1,601 

 関係地方公共団体等や他の事業と連携
し、地元のニーズに合った、効果的な事業と
すること。また、引き続き効率的な予算執行
に努めること。

現状通
り

　復興期間中に失われた販路、売
上げの確保を目的とした復興に資
する必要性の高い事業であり、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,477 1,477 - 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○事業の実施に当たっては、関係地方
公共団体等と連携し、地元ニーズに合っ
た効果的な事業とする。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)水産物加工・
流通等対策に必要
な経費

0152 その他 ○

0125
水産基盤整備
事業（補助）

H24 H32 14,210 11,956 10,572 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底すること。

現状通
り

○被災地における拠点漁港の流通
機能の強化、漁港の地盤沈下対
策、漁場の生産力回復を目的とし
た復興に資する必要性の高い事業
である。
○平成28年度に多額の繰越を出し
ていることを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこ
と

5,584 4,726 ▲858 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体と連携して、事業の進捗管
理を徹底する。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)水産基盤整備
に必要な経費
(事項)離島水産基盤
整備に必要な経費
(事項)北海道水産基
盤整備に必要な経
費

0154 その他 ○

0126
農山漁村地域
整備交付金

H24 H32 10,112 11,218 7,005 

 毎年度多額の繰越・不用が生じている。執
行見込を精査し予算規模の適正化を図るこ
と。また、平成32年度の事業完了に向け、
関係地方公共団体とも連携し、事業の進捗
管理を徹底すること。

現状通
り

○津波等による被害から海岸を防
護することを目的とした復興に資す
る必要性の高い事業である。
○平成28年度に多額の繰越を出し
ていることを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこ
と。

9,674 10,560 886 
現状
通り

○平成28年度に多額の繰越を出してい
るが、平成30年度要求において個別地
区の復旧・復興状況を適切に精査して所
要額を計上した。
○平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体と連携して、事業の進捗管
理を徹底するとともに、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災復
興事業費
(事項)農山漁村地域
整備事業に必要な
経費
(事項)離島農山漁村
地域整備事業に必
要な経費

0155 その他 ○

水産業共同利
用施設復旧整
備事業
【0118の再掲】

 － - - 

水産業共同利
用施設復旧支
援事業
【0119の再掲】

 － - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0127
養殖施設災害
復旧事業費補
助金

H24 H32 10 10 - 
 執行見込を精査し予算規模の適正化を図
ること。

現状通
り

○被災した水産動植物の養殖施設
の復旧を図ることを目的とした復興
に資する必要性の高い事業であ
る。
○平成28年度の執行が皆無である
ことを踏まえ、予算要求に当たって
は事業規模の精査を行うこと。

113 113 - 
現状
通り

○いまだ事業執行の見通しのたっていな
い状況であるが、復旧未済の地域がある
以上、激甚災害法に基づき、原状復旧を
図る責務があることから、必要最低限の
要求額として29年度と同水準とした。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)養殖施設災害
復旧等に必要な経
費

0156 その他 ○

0128
山林施設災害
復旧等事業

H23 H31 11,009 29,183 24,240 

 毎年度多額の繰越が生じていることを踏ま
え、執行見込を精査し、予算規模の適正化
を図ること。
また、平成31年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底的に行うこと。

現状通
り

○地震、津波により被災した治山・
林道施設の緊急的復旧を行うこと
を目的とした復興に資する必要性
の高い事業である。
○平成28年度に多額の繰越を出し
ていることを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこ
と。

11,503 10,623 ▲881 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○平成31年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体と連携して、事業の進捗管
理を徹底するとともに、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災災
害復旧等事業費
(事項)山林施設災害
復旧事業に必要な
経費

0157 その他 ○

0129
漁港関係等災
害復旧事業

H24 H32 99,263 104,679 82,724 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底すること。

現状通
り

○東日本大震災により被害を受け
た漁港や海岸等を早期に復旧し、
地域住民の生活の安定と水産物の
安定供給体制の速やかな復旧を図
ることを目的とした復興に資する必
要性の高い事業である。
○平成28年度に多額の繰越を出し
ていることを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこ
と。

51,848 47,664 ▲4,184 
現状
通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予
算規模について精査しつつ、引き続き効
率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体と連携して、事業の進捗管
理を徹底するとともに、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)東日本大震災災
害復旧等事業費
(事項)漁港施設災害
復旧事業に必要な
経費
(事項)漁港施設災害
関連事業に必要な
経費

0158 その他 ○

0130
ため池等汚染
拡散防止対策
実証事業

H24 H28 - 164 75  －
終了予
定

○ため池のモニタリング調査や放
射性物質対策技術マニュアルの作
成等が平成28年度で終了してお
り、当初の予定通り28年度で事業
終了することが適当。
○得られた知見や成果は、今後の
対策に活用すること。

- - - 
予定
通り
終了

○ため池のモニタリング調査や放射性物
質対策技術マニュアルの作成等が平成
28年度で終了しており、当初の予定通り
28年度で事業終了する。
○得られた知見は、今後実施する福島
再生加速化交付金等による対策に活用
する。

農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項)農林水産業復興
政策費
(事項)農業生産基盤
保全管理等推進に
必要な経費

0160
平成２７年度

対象
○ ○

 － - - 

　政策名：Ⅳ．中小・地域

　施策名：２．事業環境整備

0131
東日本大震災
復興特別貸付
等

H24 未定 7,700 7,700 7,700  －
現状通
り

○被災中小企業等における資金繰
りの円滑化及び事業の復興のため
に必要な事業であることから、引き
続き、本事業のニーズの把握に努
め、適切な予算規模について精査
しつつ、予算の執行を進めること。
○今後の復興・復旧の状況を見据
え事業の終期について検討するこ
と。

6,800 8,100 1,300 
現状
通り

○被災中小企業等における資金繰りの
円滑化及び事業の復興のため、引き続
き、予算の効率的な執行に努めるととも
に、被災地のニーズの把握と事業の不
断の精査・見直しを行っていく。
○事業の終期については、他の制度の
状況も鑑み、検討していく。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興事業費
（事項）中小企業事
業環境の整備に必
要な経費

0163
平成２６年度

対象
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0132
中小企業組合
等共同施設等
災害復旧事業

H23 H32 29,000 33,059 14,494 

 ○不用額が多いので予算額について縮減
に向けて精査すべき。
○事業者に対して現状や将来にわたるマー
ケットの状況等の情報を提供することによ
り、事業の規模や期間について決定しやす
くするようにすべき。
○不正は制度に対する侵害であり、しっかり
とペナルティを科すなど厳正に対処すべき。
○本制度による支援が有効に活用されてい
るか確認する観点から、財務諸表の収集等
を通じて、事業者に対して、継続的なフォ
ローアップを行うこと。

事業内
容の一
部改善

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○被災中小企業等の復興のため
に必要な事業であることから、引き
続き、本事業のニーズの把握に努
め、適切な予算規模について精査
しつつ、予算の執行を進めること。

21,000 21,000 - 
執行
等改
善

○不用額の大半は、次年度に再交付を
行うために発生。このため、平成28年度
以降は、復興事業計画の認定後、速や
かに補助金交付申請しなくてもよいとい
う運用等に改めており、事業者は、年度
内に確実に復旧可能な施設等のみ交付
申請することが可能。こうした取り組みに
より不用額を抑制するとともに、県と調整
した上で土地区画整理事業の実施時期
等も勘案し、対前年で同額となる予算要
求を行っている。
○広域のマーケット状況等の情報は、必
ずしも事業者に復興規模や今後の事業
展開の方向性を決める指標になるとは
判断しにくい。そのため、土地区画整理
事業の進捗状況の情報提供や、復興事
業計画の策定にあたって被災地域の状
況を把握している商工関係団体やよろず
支援拠点等の相談窓口を紹介。
○不正案件についての告訴やプレス発
表等の徹底。交付申請事業者に対して
は、公募説明資料に過去の不正案件の
概要を記載するとともに、申請者向けの
説明会で説明するなどして注意喚起を行
う。
○事業完了後に財務諸表を提出させ継
続してチェックすることは、作業負担が大
きく県の人員的に実施は困難。そのた
め、毎年行っているアンケート調査結果
で経営状況が思わしくない事業者へ相談
窓口や中小企業基盤整備機構の震災復

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興事業費
（事項）中小企業事
業環境の整備に必
要な経費

0164 その他 ○

　施策名：４．地域産業

0133

福島イノベー
ション・コースト
構想推進施設
整備等補助金
（共同利用施設
（ロボット技術開
発等関連）整備
事業)

H28 H32 201 123 93 

 平成32年度の事業完了に向け、福島県とと
もに事業の進捗管理に努めるとともに、研
究成果の実用化に向けた取組みも併せて
行うこと。

現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○福島県浜通り地域の産業集積・
新産業の創出による産業復興のた
めに必要な事業であることから、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,281 2,394 1,114 
現状
通り

○平成２８年度は設計業務が中心であっ
たため執行率が低かったが、平成３０年
度の予算要求については、施設の着工
等整備に向けた本格的な建設工事にと
りかかるため、対前年度増となる予算要
求を行った。
○施設整備の進捗状況を踏まえ、効率
的な予算の執行に努めるとともに、福島
県とともに、研究開発の進捗管理や技術
の実用化に向けた取り組みを進める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0005 前年度新規 ○

0134

福島イノベー
ション・コースト
構想推進施設
整備等補助金
（地域復興実用
化開発等促進
事業）

H28 H32 3,970 3,970 2,353 

 福島県とともに、研究開発や技術の実用化
の進捗管理に努めること。また、執行率が
低かったことを踏まえ、執行見込を精査し、
予算規模の適正化を図ること。

現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○福島県浜通り地域の産業集積・
新産業の創出による産業復興のた
めに必要な事業であることから、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

6,970 6,970 - 
現状
通り

○平成２８年度は執行率が低かったが、
採択事業についてはステージゲート審査
を前提とした最大３ヵ年の事業継続を認
めており、平成３０年度の予算要求につ
いては、平成２８年度・平成２９年度の既
採択プロジェクトの継続事業分の予算措
置を含める必要があるため、前年度同額
の予算要求を行った。
○平成２８年度・平成２９年度の既採択プ
ロジェクトを含め、ステージゲート審査の
実施による効率的な予算の執行に努め
るとともに、福島県とともに、研究開発の
進捗管理や技術の実用化に向けた取り
組みを進める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0006 前年度新規 ○

0135

福島イノベー
ション・コースト
構想実現可能
性調査等補助
事業

H28 H29 100 100 90 
 調査を計画的に進め、イノベーションコース
ト構想のプロジェクトが効果的に実用化され
るようにすること。

終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見はイノベーションコースト構想
の他の事業で活用すること。

200 - ▲200 
予定
通り
終了

○福島イノベーション・コースト構想の実
現可能性調査という事業目的を平成29
年度予算において達成する見込みであ
り、平成30年度予算要求は行わない。
○得られた知見は、イノベーションコース
ト構想のプロジェクトの具体化等に活用
する。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0007 前年度新規 ○

0136

イノベーション・
コースト構想（ロ
ボットテスト
フィールド・研究
開発拠点整備
事業）

H28 H31 142 142 132 
 平成31年度の事業完了に向け、福島県とと
もに適切な進捗管理、効率的な執行に努め
ること。

現状通
り

福島県浜通り地域の産業集積・新
産業の創出による産業復興のため
に必要な事業であることから、平成
31年度の事業終了に向け、引き続
き、適切な予算規模について精査
しつつ、予算の執行を進めること。

1,308 4,644 3,335 
現状
通り

整備の進展状況を踏まえ、効率的な予
算の執行に努めるとともに、福島県ととも
に、事業の進捗管理を進める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0008 前年度新規 ○

0137
自立・帰還支援
雇用創出企業
立地補助金

H28 H32 32,000 32,000 32,000 
 地元のニーズに応じた基金の活用を進め
るとともに、基金の適切な管理、効率的な執
行に努めること。

現状通
り

原子力被災12市町村の復興に資
する事業であり、基金の適正な運
用に留意しつつ、予算の執行を進
めること。

18,500 事項要求 - 
現状
通り

今年度の執行状況によっては、来年度
以降の事業実施に十分な基金残額が確
保できなくなることも想定されるため、今
年度の執行状況を見極めて予算要求す
る必要があることから、事項要求とする。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0009 前年度新規 ○ ○

0138
福島県等復興
産学官連携支
援事業

H28 H29 97 97 80 

 事業最終年度として、目標がどの程度達成
されたか等本事業について総括するととも
に、本事業により得られた成果の活用を進
めること。

終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見は他の事業にも活用するとと
もに、本事業による支援が有効で
あったか、引き続きフォローアップ
を行うこと。

113 - ▲113 
予定
通り
終了

○被災地域の企業と大学、公的研究機
関における連携への寄与という事業目的
を平成28年度予算において達成してお
り、平成30年度以降は予算計上していな
い。
○本事業により得られた知見等について
今後活用する。また、本事業の総括を行
うとともに、成果を引き続きフォローアップ
する。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

28-0010 前年度新規 ○

放射線量測定
指導・助言事
業）
【後掲（0139）】

 － - - 

福島医療・福祉
機器等開発・事
業化支援事業
【後掲（0140）】

 － - - 

原子力災害に
よる被災事業者
の自立支援事
業

 － - - 

　施策名：５．福島・震災復興

0139
放射線量測定
指導・助言事業

H23 H32 30 30 20  －
現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○工業製品等の風評払拭に対応
するために必要な事業であること
から、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

27 27 - 
現状
通り

○平成28年度は執行率が低かったが、
平成30年度の予算要求については、避
難指示区域解除に伴い、放射線量測定
件数及び指導・助言件数の増加が見込
まれることから、前年同額の予算要求を
行った。
○震災発生以降の復興の進展状況を踏
まえ、効率的な予算の執行に努める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

0165
平成２６年度

対象
○

0140
福島医療・福祉
機器等開発・事
業化支援事業

H26 H28 - 2,293 2,106  －
終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見を他の事業にも活用するととも
に、本事業による支援が有効で
あったか、引き続きフォローアップ
を行うこと。

- - - 
予定
通り
終了

○医療機器産業の発展・集積への寄与
という事業目的を平成28年度予算におい
て達成しており、平成29年度以降は予算
計上していない。
○本事業により得られた知見等について
今後活用する。また、本事業の総括を行
うとともに、成果を引き続きフォローアップ
する。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

0166
平成２７年度

対象
○

0141

原子力災害に
よる被災事業者
の自立等支援
事業

H27 H32 1,419 1,319 909  －
現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○被災12市町村における事業者の
自立支援のために必要な事業であ
ることから、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

5,420 1,571 ▲3,849 
現状
通り

被災12市町村における事業者の再建等
を支援するため、引き続き、適切な予算
規模について精査しつつ、事業終期を見
据えた 効率的な予算の執行に努める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）地域経済産
業活性化に必要な
経費

0167
平成２８年度

対象
○ ○

0142

被災都市ガス
導管移設復旧
支援事業費補
助金

H26 H31 311 294 157  －
現状通
り

平成２８年度の執行率が低いことを
踏まえ、適切な予算規模について
精査しつつ、予算の効率的な執行
に努めること。

150 125 ▲24 
現状
通り

道路嵩上げ工事など関連事業の執行状
況を勘案し、適切な予算規模について精
査しつつ、事業の終期を見据え、予算の
効率的な執行に努める。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）石油等の安
定供給の確保に必
要な経費

0171
平成２７年度

対象
○

東日本大震災
復興特別貸付
等
【0131の再掲】

 － - - 

中小企業組合
等共同施設等
災害復旧事業
【0132の再掲】

 － - - 

福島イノベー
ション・コースト
構想推進施設
整備等補助金

 － - - 

福島イノベー
ション・コースト
構想推進施設
整備等補助金

 － - - 

福島イノベー
ション・コースト
構想実現可能
性調査等補助

 － - - 

イノベーション・
コースト構想（ロ
ボットテスト
フィールド・研究

 － - - 

自立・帰還支援
雇用創出企業
立地補助金
【0137の再掲】

 － - - 

福島県等復興
産学官連携支
援事業
【0138の再掲】

 － - - 

再生可能エネ
ルギー発電設
備等導入促進
復興支援補助

 － - - 

　政策名：Ⅴ．エネルギー・環境

　施策名：１．資源・燃料

被災都市ガス
導管移設復旧
支援事業費補
助金【再掲

 － - - 

　施策名：３．電力・ガス

0143

再生可能エネ
ルギー発電設
備等導入促進
復興支援補助
金

H26 H28 - 1,373 1,125  －
終了予
定

当該事業は終了するが、整備され
た設備を今後も活用すること。

- - - 
予定
通り
終了

○再生可能エネルギーの導入促進とい
う事業目的を達成しており、平成28年度
以降は予算計上していない。
○整備された設備については、今後も有
効に活用する。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）電力の安定
供給対策に必要な
経費

0175
平成２８年度

対象
○

　いずれの施策にも関連しないもの
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0144

被災地企業等
再生可能エネ
ルギー技術
シーズ開発・事
業化支援事業
（旧福島再生可
能エネルギー
研究開発拠点
機能強化事業）

H25 H32 1,080 1,080 1,080 

 事業最終年度として、目標がどの程度達成
されたか等、本事業について総括すること。
また、本事業により得られた成果の実用化
にむけた取組を継続すること。

事業内
容の一
部改善

○再生可能エネルギー分野に係る
産業技術人材の育成を行う事業で
あり、被災地域における新たな産
業を創出のために必要な事業であ
ることから、引き続き、本事業の
ニーズの把握に努め、適切な予算
規模について精査しつつ、予算の
執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

1,080 926 ▲154 
執行
等改
善

○引き続き、本事業のニーズの把握に努
め、予算の効率的な執行に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、入札情
報等のＲＳＳ配信（登録者への自動配信
サービス）の実施、事業者が契約内容の
検討に必要な期間の確保、納入実績の
ある事業者への入札参加の呼びかけに
より、競争性を確保する取組を行ってい
る。
○引き続き、本事業のニーズの把握に努
め、予算の効率的な執行に努めていく。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興国立研究開発
法人産業技術総合
研究所運営費
（事項）東日本大震
災復興に係る国立研
究開発法人産業技
術総合研究所運営
費交付金に必要な
経費

0176
最終実施年

度

0145
中小企業再生
支援事業

H25 未定 2,564 2,564 1,800  －
現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○被災中小企業・小規模事業者の
二重債務問題に対応するために必
要な事業であることから、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○復興特会事業としての終期につ
いて検討を行うことが必要である。

1,390 1,490 100 
現状
通り

○予算の執行状況や被災地における
ニーズ等を踏まえた上で、平成30年度に
おいては、過年度に再生支援を行った中
小企業者へのフォローアップとしての経
営改善支援の強化、事業再生に窮する
中小企業者に対する個人保証債務の整
理への支援を実施するため、前年同額
の予算要求としている。
○引き続き、効率的な予算の執行に努
めつつ、被災地のニーズ等も踏まえた上
で予算規模についても不断の精査及び
見直しを行う。
○事業の終期についても、被災中小企
業者に対する他の支援制度の状況も踏
まえつつ検討していく。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）経済・産業及エ
ネルギー安定供給
確保等復興政策費
（事項）経営革新・創
業促進に必要な経
費

0177
平成２８年度

対象
○

0146

独立行政法人
中小企業基盤
整備機構運営
費交付金

H23 未定 832 832 832  －
事業内
容の一
部改善

○被災中小企業・小規模事業者の
診断やアドバイス等を支援するた
めに必要な事業であることから、引
き続き、適切な予算規模について
精査しつつ、予算の執行を進める
こと。
○復興特会事業としての終期につ
いて検討を行うことが必要である。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

650 650 - 
執行
等改
善

○被災中小企業・小規模事業者の診断
やアドバイス等を支援するため、引き続
き、適切な予算規模について精査しつ
つ、予算の効率的な執行に努めていく。
○事業の終期については、他の制度の
状況も鑑み、検討していく。
○支出先の選定に当たっては、毎年度、
調達等合理化計画を策定し、競争性を確
保する取組を行っている。

経済産業
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興独立行政法人
中小企業基盤整備
機構運営費
（事項）東日本大震
災復興に係る独立行
政法人中小企業基
盤整備機構運営費
交付金に必要な経
費

0178
平成２８年度

対象

　政策名：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

　施策名：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る

0147
既設公営住宅
等災害復旧事
業

H25 H32 278 278 -  －
現状通
り

○平成28年度の執行実績が０であ
ることを踏まえ、予算要求に当たっ
ては予算規模の適正化を行うこと。
○事業の目的である従前居住者の
居住の安定確保に向け、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。

258 123 ▲135 
現状
通り

○平成28年度は執行実績が０であった
が、平成30年度の予算要求については、
多くの地域で避難指示の解除が行われ
事業の実施が見込まれることから、被災
自治体からの要望等を踏まえ予算要求
を行った。
○引き続き効率的・効果的な予算の執行

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）住宅施設災
害復旧事業に必要
な経費

0181
平成２６年度

対象
○

　施策名：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

0148

東日本大震災
復興関連事業
円滑化支援事
業

H24 H32 150 150 78 

 執行率の改善が図られているが、依然とし
て執行率が低い現状を踏まえ、執行見込み
の精緻化に努め、更なる予算規模の適正化
を図ること。また、復興や住民の意向の最新
状況を踏まえたアウトカムを設定すること。

現状通
り

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○事業の目的である被災者の生活
基盤及びコミュニティの自律的再
生、建設投資等の円滑化による地
域経済の活性化、復興案件の増加
に伴う手続きの長期化による復興
の阻害回避に向け、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め

150 150 - 
現状
通り

○平成28年度は執行率が低かったが、
被災地の今後の復興の見通し等を踏ま
え、平成30年度も前年同額の予算を要
求した。
○成果目標算出の根拠となる復興住宅
基本方針及び復興住宅計画における住
宅整備戸数は現時点においても変わっ
ていないため、アウトカムについても引き
続き同一の目標値として本事業に取り組
んで参りたい。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）住宅市場の
環境整備の推進に
必要な経費

0182 その他 ○

　政策名：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

　施策名：４．海洋･沿岸域環境や港湾空間の保全･再生･形成､海洋廃棄物処理､海洋汚染防止を推進する

港湾整備事業
【0151の後掲】

 － - - 

　施策名：７．良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する

0149
国営追悼・祈念
施設（仮称）整
備事業

H27 H32 526 305 305  －
現状通
り

事業の目的である国営追悼・祈念
施設（仮称）の整備に向け、適切な
進捗管理、効率的な執行に努める
こと。

1,247 2,193 946 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
（事項）国営追悼・祈
念施設整備に必要
な経費

0183
平成２８年度

対象

　政策名：４．水害等災害による被害の軽減

　施策名：１２．水害・土砂災害の防止・減災を推進する

0150
河川津波対策
等

H26 H32 7,712 8,850 8,834  －
事業内
容の一
部改善

○平成28年度は繰越が多いことか
ら、予算要求に当たっては、予算規
模の適正化を図ること。
○事業の目的である被災地の社会
資本整備に向け、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進める
こと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

6,847 6,583 ▲263 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、参加を検
討していたが参加しなかった者へのヒア
リングや、入札参加条件の再確認等を
行っていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
（事項）河川整備事
業に必要な経費
砂防事業に必要な
経費

0184
平成２７年度

対象

　政策名：５．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保

　施策名：１５．道路交通の安全性を確保・向上する

道路整備事業
【後掲(154)】

 － - - 

　政策名：６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

　施策名：１９．海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

0151 港湾整備事業 H26 未定 36,389 33,061 33,054  －
事業内
容の一
部改善

○事業の目的である被災地の社会
資本整備に向け、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進める
こと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

36,034 31,814 ▲4,220 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、参加を検
討していたが参加しなかった者へのヒア
リングや、入札参加条件の再確認等を
行っている。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
（事項）港湾事業に
必要な経費
　港湾環境整備事業
に必要な経費

0185
平成２７年度

対象
○

　施策名：２０．観光立国を推進する

0152
福島県における
観光関連産業
復興支援事業

H25 H32 266 266 254  －
現状通
り

事業の目的である地域の自立的な
持続性のある取組に向け、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

300 300 - 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）観光振興に
必要な経費

0186
平成２６年度

対象
○

0153

東北地方への
インバウンド推
進による観光復
興事業

H27 未定 5,065 4,280 3,993  －
事業内
容の一
部改善

○事業の目的である観光を通じて
被災地の復興を加速化させるた
め、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

4,265 4,787 523 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、十分な
公告期間の確保、仕様書の内容の見直
し、入札参加要件の緩和等の措置を行っ
ている。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）観光振興に
必要な経費
（項）東日本大震災
復興独立行政法人
国際観光振興機構
運営費

0187
平成２８年度

対象
○ ○

　施策名：２２．国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する

0154 道路整備事業 H26 未定 296,025 258,997 258,910  －
現状通
り

○平成28年度に多額の繰越が生じ
ていることから、予算要求に当たっ
ては、予算規模の適正化を図るこ
と。
○事業の目的である被災地の社会
資本整備に向け、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進める
こと。
○事業の終期について検討するこ

239,489 217,463 ▲22,026 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○事業の終期については、地元調整や
復旧の状況等を踏まえ、検討していきた
い。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
（事項）地域連携道
路事業に必要な経
費
道路維持管理に必
要な経費

0189
平成２７年度

対象
○

　政策名：８．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

　施策名：２７．地域公共交通の維持・活性化を推進する

0155
地域公共交通
確保維持改善
事業

H24 H32 1,487 1,487 1,346  －
現状通
り

事業の目的である被災地のバス交
通等の生活交通の確保のため、引
き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,363 1,206 ▲157 
現状
通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）地域公共交
通の維持・活性化の
推進に必要な経費

0190
平成２５年度

対象
○

　政策名：９．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

　施策名：３０．社会資本整備・管理等を効果的に推進する

0156

震災復興推進
のためのＰＰＰ
事業化実施支
援

H24 H28 74 74 73  －
終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見・成果は他の事業にも活用し
ていくこと。

- - - 
予定
通り
終了

○震災復興における官民連携事業の案
件形成を促進が図られたため、平成29
年度以降は予算計上していない。
○得られた知見・成果は、今後の官民連
携の取組等に活用する。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）社会資本整
備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0191
平成２８年度

対象
○

　施策名：３４．地籍の整備等の国土調査を推進する

0157
土地境界の明
確化の推進

H24 H32 247 233 233  －
現状通
り

地籍調査の実施状況に合わせた
測量成果の補正を始めとして、地
籍調査の未実施地域では国直轄
で官民境界の調査を実施するなど
被災自治体の早期復興に貢献した
ところであり、引き続き効率的な事
業執行に取り組んでいく必要があ

182 184 2 
現状
通り

引き続き、被災自治体の復興事業に遅
れが生じないように、ヒアリング等を通じ
て効率的・効果的な事業を実施していく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）国土調査に
必要な経費

0194
平成２８年度

対象
○

　いずれの施策にも関連しないもの

0158

被災地域のた
めの東北地方
太平洋沖にお
ける津波監視
機器点検整備

H26 H28 - 100 100  －
終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見・成果は他の事業にも活用し
ていくこと。

- - - 
予定
通り
終了

○平成28年度中に文部科学省が整備を
進める日本海溝海底地震津波観測網が
運用開始となったことから、平成29年度
以降は予算計上していない。
○得られた知見・成果は、関係機関の事
業等で活用する。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）住宅・地域公共
交通等復興政策費
（事項）自然災害によ
る被害を軽減するた
めの気象情報の充
実に必要な経費

0195
平成２８年度

対象

0159
社会資本整備
総合交付金（復
興）

H23 H32 105,436 108,872 105,549  －
現状通
り

○平成28年度に多額の繰越が生じ
ていることから、予算要求に当たっ
ては、予算規模の適正化を図るこ
と。
○事業の目的である東日本大震災
の被災地域における復興に向け、
引き続き効率性に留意しつつ予算

108,952 96,868 ▲12,084 
現状
通り

事業の目的である東日本大震災の被災
地域における復興が図られるように、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
（事項）社会資本総
合整備事業に必要
な経費
離島社会資本総合
整備事業に必要な

0196
平成２６年度

対象
○
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事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

0160

河川・海岸等災
害復旧事業（水
管理・国土保全
局所管）

H24 H32 265,639 247,450 225,819  －
事業内
容の一
部改善

○平成28年度に多額の繰越が生じ
ていることから、予算要求に当たっ
ては、予算規模の適正化を図るこ
と。
○事業の目的である被災地の社会
資本の復旧に向け、引き続き、執
行見込の精緻化に努めつつ、効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

106,824 121,346 14,522 
執行
等改
善

○平成28年度に多額の繰越が生じてい
るところであるが、平成30年度について
は、被害状況や復興計画等を勘案し所
要額を精査した結果、前年から増額の予
算要求となった。
○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、参加を検
討していたが参加しなかった者へのヒア
リングや、入札参加条件の再確認等を
行っていく。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）河川等災害
復旧事業に必要な
経費
河川等災害関連事
業に必要な経費

0197
平成２８年度

対象
○

0161
道路災害復旧
事業

H25 H29 2,850 4,568 4,454  －
終了予
定

本事業は平成29年度で完成する見
込みである。予算執行の効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

- - - 
予定
通り
終了

平成29年度で道路の復旧事業が終了す
るため、平成30年度は予算要求は行わ
ない。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）河川等災害
復旧事業に必要な

0198
平成２８年度

対象

0162 災害復旧事業 H24 H32 27,513 37,418 36,683 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の事業完了に向け、関係
地方公共団体とも連携し、事業の進捗管理
を徹底すること。さらに、支出先の選定に当
たっては、競争性を確保する取組を行うこ
と。

事業内
容の一
部改善

○平成28年度に多額の繰越が生じ
ていることから、予算要求に当たっ
ては、予算規模の適正化を図るこ
と。
○事業の目的である被災地の社会
資本の復旧に向け、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと

21,926 1,601 ▲20,325 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、参加を検
討していたが参加しなかった者へのヒア
リングや、入札参加条件の再確認等を
行っている。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）河川等災害
復旧事業に必要な
経費
河川等災害関連事
業に必要な経費

0199 その他 ○

0163
航路標識整備
事業

H25 H31 178 145 131  －
事業内
容の一
部改善

○事業の目的である海上の安全及
び治安の確保に向け、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

18 124 106 
執行
等改
善

○引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
○支出先の選定に当たっては、入札参
加資格の等級要件拡大や発注ロットの
拡大等を図り、競争性を高めるよう努め
ている。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）航路標識災
害復旧事業に必要
な経費

0200

0164
都市災害復旧
事業

H24 未定 1,883 4,065 3,506 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、平成32年度の復興・創生期間の終了
を見据えて、関係地方公共団体とも連携し、
事業の進捗管理を徹底するとともに、終期
を検討すること。

現状通
り

公園・都市施設等の災害復旧に向
け、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

2,382 - ▲2,382 
予定
通り
終了

関係地方公共団体と連携し、事業実施
中の箇所については、平成29年度で終
了することとなったため、平成30年度の
要求は行わない。

国土交通
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
災害復旧等事業費
（事項）河川等災害
復旧事業に必要な
経費

0201 その他 ○

　政策名：３．大気・水・土壌環境等の保全

　施策名：３-６．東日本大震災への対応（環境モニタリング調査）

0165
環境モニタリン
グ調査

H24 未定 751 751 572  －
現状通
り

○放射性物質の情報等を的確に
把握し、国民に正しい情報を提供
することは、環境回復の状況の把
握・国民の安心の確保に資する必
要性の高い事業であり、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○復興特会事業としての終期につ

539 539 ▲0 
現状
通り

○引き続き、放射性物質の情報等を的
確に把握し、国民に正しい情報を迅速に
提供することにより、被災地周辺の環境
回復状況の把握、国民の安心の確保に
資するよう、効率的・効果的な予算執行
に努めていく。
○終期については、「総合モニタリング計
画」の今後の策定状況を踏まえ、今後検

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（大事項）大気・水・
土壌環境等の保全
に必要な経費

0203
平成２７年度

対象
○

　政策名：４．廃棄物・リサイクル対策の推進

　施策名：４-７. 東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理）

0166
災害等廃棄物
処理事業費補
助金

H24 H29 1,456 2,271 2,271 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予
定

地方公共団体による災害廃棄物の
処理が平成29年度中に終了する見
込みであるため、当初の予定通り、
平成29年度で事業を終了すること
が適当である。

598 - ▲598 
予定
通り
終了

地方公共団体による災害廃棄物の処理
が、平成29年度で予定通り終了する見込
みであるため、当初の予定通り平成29年
度で事業を終了し、平成30年度の予算
要求は行わない。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（大事項）廃棄物・リ
サイクル対策の推進
に必要な経費

0204
最終実施年

度
○

0167
災害廃棄物処
理代行事業

H24 H32 24,201 27,129 22,694  －
事業内
容の一
部改善

○復興の障害となる災害廃棄物の
処理は、復興に資する必要性の高
い事業である。平成32年度の事業
完了に向け、事業の進捗管理を行
うとともに、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行に努めること。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

6,603 3,444 ▲3,159 

年度
内に
改善
を検
討

○平成32年度の事業の完了に向け、引
き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
○支出先の選定に当たっては、、業務内
容を踏まえた上で、公告期間の延長等に
よる改善を検討する。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（大事項）廃棄物・リ
サイクル対策の推進
に必要な経費

0205
平成２５年度

対象

0168
循環型社会形
成推進交付金

H24 H32 10,983 11,586 9,362  －
現状通
り

平成32年度の事業完了に向け、地
方公共団体とともに事業の進捗管
理を徹底するとともに、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行に努
めること。

12,134 26,027 13,893 
現状
通り

平成32年度の事業の完了に向け、引き
続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項）東日本大震災復
興事業費
（大事項）廃棄物処
理施設整備に必要
な経費

0206
平成２８年度

対象
○

　政策名：５．生物多様性の保全と自然との共生の推進

　施策名：５-６. 東日本大震災への対応（自然環境の復旧・復興）

0169

帰還困難区域
等における鳥獣
捕獲等緊急対
策事業

H25 H32 192 192 78  －
事業内
容の一
部改善

○平成28年度の執行率が低いこと
から、予算要求に当たっては、予算
規模の適正化を行うこと。
○多くの地域で避難指示が解除さ
れ、鳥獣被害対策が喫緊の課題と
なっている。関係省庁、関係地方公
共団体等と密に連携を図り、地域
の実情に応じた事業を迅速に行う
こと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

192 416 224 
執行
等改
善

○平成28年度は執行率が低かったが、
避難指示が解除された地域等のイノシシ
等による生活環境被害等の防止が喫緊
の課題となっており、福島県や関係町村
から帰還困難区域内における捕獲強化
を求める強い要望もあることからわなの
数を増加させるなどしたため、前年から
増額して予算要求を行った。
○今後とも、福島県、関係市町村と連携
し、地域の実情に即した事業を効果的に
行う。
○支出先の選定に当たっては、入札公
告期間を長めに設定するなど、競争性の
確保に努める

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
　（大事項）生物多様
性の保全等の推進
に必要な経費

0210
平成２６年度

対象
○

0170
三陸復興国立
公園等復興事
業

H24 H32 859 1,652 1,393  －
現状通
り

平成32年度の事業完了に向け、事
業の進捗管理を行うとともに、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執
行に努めること。

544 544 - 
現状
通り

平成32年度の事業の完了に向け、引き
続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）東日本大震災
復興事業費
　（大事項）自然公園
等事業に必要な経
費

0211
平成２８年度

対象
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復興庁
平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

外部有識者点
検対象（公開プ
ロセス含む）
※対象となる場
合、理由を記載

執行額

会計
区分

平成２９年行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
終了

(予定)
年度

担当部局庁評価結
果

項・事項
差引き

行政事業レビュー推進チームの所見

執行
可能額

基金

反映状況平成２８年度
事業
開始
年度

事　　業　　名
平成２８年度

補正後予算額
委託
調査所見の概要 反映内容反映額

平成28年
レビュー
シート
番号

外部有識者コメント
事業
番号

備　考

　政策名：１０．放射性物質による環境の汚染への対処

　施策名：１０－１．放射性物質により汚染された廃棄物の処理

0171
放射性物質汚
染廃棄物処理
事業

H24 未定 187,410 203,150 146,958  －
事業内
容の一
部改善

○平成28年度は執行率が改善した
が、依然毎年繰越が発生している
ため、予算要求に当たっては事業
規模の精査を行うこと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

185,123 144,461 ▲40,663 

年度
内に
改善
を検
討

○平成30年度の予算要求については、
事業規模の精査を行った。
○入札に当たってより競争性を高めるた
め、業務内容を踏まえた上で、公告期間
の延長や契約方式等について改善を検
討する。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

(項）環境保全復興政
策費
（大事項）放射性物
質による環境の汚染
への対処に必要な
経費
(項）環境保全復興事
業費
（大事項）放射性物
質による環境の汚染

0213
平成２８年度

対象
○ ○ ○

　施策名：１０－２．放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等

0172
除去土壌等の
適正管理・搬出
等の実施

H24 未定 851,840 823,609 784,427 

 ○一者応札については、徹底的に発注規
模を小さくするなど、競争性を高める取組を
行うべき。また、その上でこれまで除染事業
を実施した経験を踏まえ、工法や工程等の
見直しを通じて予定価格の合理性を確認
し、コストの削減を行うこと。
○不正事案については、過去の事案につい
て検証を行い、不正が起こった原因を究明
し、不正が起きにくい発注方法を抜本的に
検討すべき。

事業全
体の抜
本的な
改善

○外部有識者の所見を踏まえ、競
争性を高める取組に対応すること。
○不正事案について、過去の事案
を調査すること。
○毎年多額の繰越が発生している
ため、予算要求に当たっては事業
規模の精査を行うこと。

285,464 124,335 ▲161,129 -
執行
等改
善

○これまでは、避難指示解除に向けた除
染の完了を優先するための発注であっ
たが、平成29年度以降は、競争性を高め
るために発注規模を小さくした発注に切
り替えた。
○除染事業の宿泊費等に係る不正事案
については、国・県・市で連携して、事実
関係の確認や原因究明を進めており、必
要な再発防止策等について検討してい
く。
○平成29年度以降は、面的除染終了後
の事後処理に係る事業へ移行し、多額
の繰越は見込まれないが 引き続き事業

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（大事項）放射性物
質による環境の汚染
への対処に必要な
経費

0216 その他 ○ ○ ○

0173
中間貯蔵施設
の整備等

H24 未定 102,994 75,340 68,385 

 毎年度多額の繰越が生じている。執行見
込を精査し予算規模の適正化を図ること。
また、支出先の選定に当たっては、競争性
を確保する取組を行うこと。

事業内
容の一
部改善

○毎年繰越が発生しているため、
予算要求に当たっては事業規模の
精査を行うこと。
○支出先の選定に当たっては、競
争性を確保する取組を行うこと。

187,561 321,005 133,444 
執行
等改
善

○平成30年度は、土壌貯蔵施設などの
本格的な施設整備や輸送量の増加が見
込まれることから、昨年度より増額で予
算要求した。
○支出先の選定に当たっては、公告期
間の延長により改善を実施する。

環境省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費、（事項）放射
性物質による環境の
汚染への対処に必
要な経費
（項）環境保全復興
事業費、（事項）放射
性物質による環境の
汚染への対処に必
要な経費

0217 その他 ○ ○

　政策名：原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること

　施策名：原子力災害対策及び放射線モニタリングの充実

0174

原子力被災者
環境放射線モ
ニタリング対策
関連交付金

H25 未定 800 800 800  －
現状通
り

○住民の帰還の促進のため必要
性の高い事業であり、引き続き基
金の執行状況に留意しつつ予算要
求を行うこと。
○復興・創生期間の終了を見据え
て当該事業の今後の在り方を検討

800 800 - 
現状
通り

○基金の執行状況を踏まえ、所要額を
予算計上した。適切な予算執行に努めて
いく。
○避難解除等区域等における住民の帰
還状況等を踏まえ、今後の在り方を検討
する。

原子力規
制委員会
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（事項）原子力の安
全確保に必要な経
費

0218
平成２６年度

対象
○ ○

0175

放射性物質環
境汚染状況監
視等調査研究
に必要な経費

H24 未定 1,241 1,241 1,080 

 引き続き、適切な進捗管理、効率的な執行
に努めること。また、平成32年度の復興・創
生期間の終了を見据えて、事業の今後の在
り方を検討すべき。

現状通
り

○事故由来の放射性物質の影響
把握のため、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。
○復興・創生期間の終了を見据え
て当該事業の今後の在り方を検討
すべき。

1,298 1,348 50 
現状
通り

○引き続き、効率的・効果的な予算執行
に努めていく。
○「総合モニタリング計画」の今後の策定
状況を踏まえ、事業の今後の在り方を検
討する。

原子力規
制委員会
農林水産
省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（事項）原子力の安
全確保に必要な経
費

0219 その他 ○

0176
環境放射線測
定等に必要な
経費

H25 未定 1,482 1,482 1,200  －
現状通
り

○福島第一原子力発電所周辺地
域の放射線測定のため、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を
進めること。
○復興・創生期間の終了を見据え
て当該事業の今後の在り方を検討
すべき。

1,108 1,120 11 
現状
通り

○引き続き効率的・効果的な予算執行に
努めていく。
○「総合モニタリング計画」の今後の策定
状況を踏まえ、事業の今後の在り方を検
討する。

原子力規
制委員会
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）環境保全復興
政策費
（事項）原子力の安
全確保に必要な経
費

0220 ○

　政策名：１．総合的な防衛体制を構築し、各種事態の抑止・対処のための体制を強化

　施策名：(１) 周辺海空域における安全確保

0177
被災した装備品
等の復旧

H25 H29 11,462 11,462 10,949 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予
定

当該事業は終了するが、得られた
知見は他の事業にも活用していくこ
と。

12,804 - ▲12,804 - 
予定
通り
終了

事業の目的である、被災した装備品等の
復旧は平成29年度予算で達成される見
込みのため、予定どおり平成30年度以降
は予算要求しない。

防衛省
において執
行

復興
庁

東日
本大
震災
復興
特別
会計

（項）防衛復興政策
費
（事項）武器車両等
の購入に必要な経
費、航空機の整備維
持に必要な経費、教
育・訓練の実施に必

0221
最終実施年

度

　施策名：(２) 島嶼部に対する攻撃への対応

被災した装備品
等の復旧
【0177の再掲】

 － - - 

　施策名：(５) 大規模災害等への対応

被災した装備品
等の復旧
【0177の再掲】

 － - - 

　いずれの施策にも関連しないもの

0178
国有財産の除
染経費

H26 H29 3,767 2,868 1,299 
 事業の完了に向け、引き続き、適切な進捗
管理、効率的な執行に努めること。

終了予
定

本事業は平成29年度で完了する見
込みである。予算執行の効率性に
留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

- - - 
予定
通り
終了

当該事業は、平成29年度で終了する予
定であるため、平成30年度の要求は行
わない。

法務省、財
務省、文科
省、厚労
省、農水

復興
庁

東日
本大
震災
復興

（項）環境保全復興
政策費
（事項）放射性物質
による環境の汚染へ

0223
最終実施年

度

2,622,975 2,922,275 2,411,673 1,763,127 1,586,923 ▲157,704 ▲3,637 

14,870 16,210 13,387 15,624 16,465 841 

2,637,845 2,938,485 2,425,060 1,778,751 1,603,388 ▲156,863 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成29年度の点検の結果、事業を廃止し平成30年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成29年度の点検の結果、見直しが行われ平成30年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成29年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成30年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。
　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成２９年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２５年度、平成２６年
度、平成２７年度又は平成２８年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２５年度対象」、「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」と記載する。なお、平成２９年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度又は平成２８年度
にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

東日本大震災復興特別会計

合　　　　　計

政事業レビュー対象外　

行政事業レビュー対象　計
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